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上海 ・浦東の開発　進展とその課題

王　　耀　　東

はじめに

　１９９０年４月１８日 ，中国国務院総理李鵬氏は，上海フォルクス ・ワー ゲン乗用車有限公

司設立五周年祝典に参加するために上海を訪問したさい，浦東地区を視察し，「党中央
，

国務院は上海市における浦東地区の開発を速め，浦東地区を開放することに同意した」

と正式に宣告した 。

　浦東地区は中国の第一経済都市上海市を流れる揚子江の支流である黄浦江の東に位置

し， 三角型をなす地域を指す。当初の企画面積は３５０ｋｍ２ であ ったが，１９９３年初から上

海市の一行政区として ，５１８ ．２６ｋｍ２ に拡大され，浦東新区と呼ばれている 。上海 ・浦

東地区の発足は，１０数年にわたる中国の対外開放 ・内部改革という経済発展戦略の新た

な到達点を示すものであり ，また今後の新しい出発点としても期待されているものであ

る（参考文献［１１）。１９９１年４月の第七次全国人民代表会議第四回会議では，浦東開発は

国家級プロジ ェクトに昇格され，また，第七次全国人民代表大会第五回会議（１９９２年３

月）の政府報告において，すでに中国政府によっ て９０年代におけるもっとも重大なプロ

ジェクトと指定されている 。

　世界経済の全体的な流れから概観すると ，いちはやく産業革命を達成したイギリスを

欧米諸国が後追いし，第二次世界大戦後には日本が先進国化をなし遂げ，次には日本よ

りも速いぺ 一スでアジアＮＩＥＳ（新興工業諸国地域。台湾，韓国，香港，ンンカポール）の

追い上げが始まり ，さらにＡＳＥＡＮ諸国（東南アジア諸国連合。ブルネイ ，インドネシア ，

マレーシア，フィリピン ，シンガポール，タイ）そして中国も後をつづいて次々と経済高度

成長の滑走路に乗り始めた。そして，いまやアジア太平洋地域の蓄えた巨大な経済力は
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欧米を脅かすに至 ったと認識されるようになっ ている 。東アジア太平洋地域は「世界経

済の成長センター」となり ，「２１世紀はアジア太平洋の時代」となるだろうと ，近年盛

んに論じられるようになっ たのもこのようなところにあろう（［２１）。

　このアジア太平洋地域経済の「雁行形態的発展」とも「重層的追跡過程」とも形容さ

れるダイナミッ クな経済発展の波及過程，そして中国における対外開放 ・内部改革の経

済戦略の転換メカニズムは以下のように示されるであろう 。

　日本一÷アジアＮＩＥＳ一〉 ＡＳＥＡＮ諸国→中国

　点（経済特区）→線（沿海開放都市）→面（沿海デルタ開放地域）一〉 全方位（全国

　にわたる広域経済圏）

　後で述べるように，浦東新区の開発は中国対外開放戦略の今までの流れを一身に収敏

し， 中国の対外全方位開放の突破口とされ，中国経済のティク ・オフを牽引していくい

わゆる「龍頭」作用が期待されている 。アジア太平洋地域経済のダイナミックな発展の

波及過程の現在の到達点，中国とりわけその対外開放 ・経済発展の最先端に立つ上海 ・

浦東開発が世界的に注目されるようになっ た理由もここにあるであろう 。

　本稿は，私の前稿「中国における対外経済戦略の転換」（［１１）での整理検討を踏ま

えて，いま中国対外経済開放路線の切札として極めて重要な戦略的位置に置かれようと

している上海 ・浦東開発の実証研究をつうじて，その開発背景 ・狙いと進行状況をリア

ルに把握しながら ，中国全体の経済 ・社会構造の変化の考察にせまっ ていこうとする際

の手がかりを得ようとするものである 。また，続稿として予定している「開放下中国に

おける外資の役割　　日本企業を中心に」のなかで，開発経済学における外資論のあり

方を検討していく際の欠かせぬ実証的素材ともなることを意図したものである 。

　また，本論の作成はちょうど上海 ・浦東開発が発足した１９９０年なかごろから資料の収

集と整理に着手したものであるので，引用資料の一部はその当時のデータをそのまま使

っている 。それは，当時の開発背景および現時点との比較などを説明するにはまだ有用

性があると思われるが，もちろん現時点の開発の進展状況などについてはできるかぎり

最新の資料 ・データを使 っていることをあらかじめ断 っておきたい 。

　本稿の構成は，以下のとおりである 。

　はじめに

Ｉ　中国経済の離陸と上海 ・浦東開発の戦略的位置付け

　！　上海および浦東の概況

　２　上海 ・浦東開発の意義
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　３　浦東開発における中国政府の根本目的

１　浦東開発のプラン

　１　主旨と目標

　２　全体のプラン

　３　開発スケジ ュール

皿　開発の進展状況

　１　行政管理機関の改編

　２　政策およぴ苓者法規

　３　開発の現状

１Ｖ　浦東開発からみた中国経済全般に関わる問題点と今後の課題

　１　根強い「地方エゴ」

　２　開発資金の調達問題

　３ ．老朽企業の更新改造と外資導入

あとがき

Ｉ　中国経済の離陸と上海 ・浦東開発の戦略的位置付け

　１　上海およぴ浦東の概況

１－１　上海の概況（［４１ ，［５１ ，図１）

　上海は，中国大陸の東部，揚子江デルタ地帯の東端に位置している 。その北 ・東 ・南

は， それぞれ揚子江 ・東シナ海 ・杭州湾に囲まれ，西は江蘇省 ・断江省に接する 。南北

約１２０キロ ，東西約１００キロの範囲に，総面積６ ，３４５平方キロ（市街区域７４９平方キロ）を有

する 。市内行政区１２，郊外行政県９からなっ ている 。人口は，１９９０年７月１日現在で

１， ３３４万人（全国総人口の約１ ．２％），うち市街区人口は７７８万人である 。人口密度は，全国

１１８人／ｋｍ２ に対して，上海は２ ，１１８人／ｋｍ２ で， 全国平均人口密度の約１８倍，全国第一

位である 。

　上海は中国最大の経済センター である 。工業生産高は全国の７％を占め，輸出額は全

国の１１％を占めている 。毎年中央に１００余億人民元を上納し，それは全中央財政の約

８％を占めている 。

　上海の近代工業は１４０年余の歴史を有している 。現在，全市の工業企業は１万３千余

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７４）
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　　　（図１）中国簡略図
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（出所）参考文献［６１

であり ，従業員数は３６８万人にのぼる 。１９８９年の全市工業総生産額は１ ，１１４ ．８３億元であ

った。全国の工業総生産額の６ ．９％にあたる 。軽工業対重工業の比重は５５％ ：４５％で
，

企業規模にかんして工業総生産額に占めるそれぞれの割合を見ると ，大型企業

３７６％，中型企業　　１８１％，小型企業　　４４３％である 。

　上海の工業の特徴は，業種が多様で，分業の条件が整 っており ，比較的進んだ生産技

術と良好な経済効率を有することである 。労働者数，ＧＤＰ，杜会的労働生産性などの

（６７５）
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総指標で見ると ，その位置は国内の他の省 ・都市を大きく抜いて，全国第一位を占めて

いる（［４１）。 また，国際市場との繋がりも緊密で，国外から大量の原材料を輸入して

いる一方，加工製品の全体の約三分の一を世界各地に輸出している 。上海はまた中国の

伝統的な金融，商業の中心地である 。１９８９年の全市商品小売総額は３５２ ．７９億元である
。

現在，商業 ・サ ービス業の店舗数は１２万余りで，従業員数は６７万人余りである 。１９８９年

に上海から他地域へ移出した商品は合計で１８９ ．９２億元，他地域から調達した商品は
１２４ ．０５億元であ った 。

　上海の金融業は２００年余りの歴史をもっ ている 。今世紀の３０－４０年代には，上海は中国

最大の金融センター であり ，極東地域の国際金融センター であ った。現在，上海地区の

金融事業を管理する中国人民銀行上海市分行がある 。また，王に都市，農村の工商信用

貸し，預金業務と各種の融資業務を行なう中国工商銀行，中国農業銀行，中国銀行，中

国人民建設銀行などの上海分行と株式制の交通銀行，中信実業銀行，および２４７社の集

団所有制の都市 ・農村信用合作社，２０社の信託投資公司 ・保険公司 ・証券公司 ・リース

公司などの非銀行的金融機関がある 。その外，華僑系 ・外資系の銀行４社，中外合弁財

務公司２社と３５の外資系の銀行 ・証券会社の上海駐在事務所がある 。１９９０年１２月１９日に
，

上海証券取引所も正式に開業した。目下，上海の金融市場では，短期資金市場，証券市

場， 外貨取引市場を主な内容とする市場システムが形成されている 。

　対外貿易の面では，１９８９年の輸出入総額は７８ ．４８億ドルで，うち輸出額は５０ ．３２億ドル

に達した。輸出の業種別内訳は，農業 ・副業産晶１４ ．９％，軽工業 ・紡績晶６１ ．９％，機械

・電気 ・計器　化学　冶金なとの重工業製品２３２％となっ ている 。王な輸入品目は，鋼

材， 銑鉄，非鉄金属，化学原料，木材，羊毛，合成繊維などの原材料および機械，計測

器， 医療機器，カメラなどである 。１９９０年の対外輸出は持続的かつ安定的な発展をへて
，

その輸出総額は５３ ．２億ドルにのぼり ，１９９１年上半期の輸出総額は２８億６千５百万ドルに

達した 。

　科学技術　文化教育の面では，全市に大学と局等専門学校が５１校あり ，在籍大学生と

大学院生は合計１３万人にのほ っている 。そのほか，夜問及ぴ余暇局等教育の受講者は７

万人余りである 。１９８９年まで，上海には，１ ，０００以上の研究と開発の機関があり ，各分

野の専門スタ ッフは８８ ．７１万人，うち白然科学系４７ ．４６万人，社会科学系４１ ．２５万人を有

している 。大学程度の教育を受けた人数は，人口１０万人当たり ，全国平均が１ ，４２２人に

対して，上海は６ ，５３４人で，全国平均の約４ ．６倍である 。高校卒の割合も全国で一番高く ，

人口１０万人当たり ，１９ ，５３２人である
。

（６７６）



　　　　　　　　　　上海 ・浦東の開発一進展とその課題（王）　　　　　　　　７９

　さらに交通 ・通信の面では，上海は中国東部の陸 ・海 ・空交通中枢と最大の港湾都市

である 。

　１９９０年，上海市で許可された外国直接投資プロジ ェクトは２０１あり ，導入外資額は

３． ７４億ドルである 。累計で，今まで２３ヵ国と地域の直接投資プロジ ェクト９１０が許可さ

れ， 導入外資金額は２８ ．８１億ドルである 。

　そのうち ，中外合資企業　　７４２杜，導入外資額　　１４４１億トル 。

　　　　　　中外合作企業　　１２６杜，導入外資額　　１１５２億トル 。

　　　　　　全額外資企業　　４２社，導入外資額　　２８８億トル 。

　プロジェクト数と金額のそれぞれに占める上位三位の投資国（地域）のシェアは，香

港は第一位で，４８ ．７９％と２６ ．８１％を占める 。アメリカは第二位で，１３ ．４１％と２４ ．８２％を

占める 。そして，日本は第三位で，１４ ．０７％と１４ ．１２％を占める
。

　１９９０年に許可された外国からの直接投資プロジェクトの特徴は，次のとおりである 。

　¢投資の構造は，非製造業を主とした状態から ，製造業のプロジェクトを主とするも

のになり ，許可された２０１項目の中で工業プロジェクトが９３％を占めている 。工業プロ

ジェクトの業種は，軽工業，紡績業から機械，電子工業へと変化発展し，また原材料産

業への投入が重要視されている 。

　　浦東地区に対する外国投資がスタートし，目下浦東新区には，外資企業が５５社設立

され，外資を２ ．６４億ドル導入した。また，申請された，あるいは意向表示されているプ

ロジェクトも多くなっ てくる 。

　　台湾の投資家からの全額自己資本経営企業も次第に増えつつある 。

　１９９０年末までに ，上海における外資プロジェクトの成功率（許可された外資プロジェク

ト総数に対する確実に操業した企業数の比率）は９８ ．５％に達している 。７０％以上の開業企業

は既に収益段階に入 っている 。上海市工業生産総額に占める外資企業の比重は前年の

３． ３％から５ ．５％に上昇した。三資企業（合弁 ・合資 ・全額外資）の直接輸出で獲得した外

貨は２ ．９５億ドルであ った。前年より５９％増大した。利潤も昨年より６０％ぐらい増えた 。

１－２　浦東開発区の概況（［４１ ，［５１ ，図２）

　浦東新区は上海の東部，即ち黄浦江の東側にある 。総面積は３５０ｋｍ２ で， 大部分が上

海市中心から半径１５ｋｍ以内に位置する 。現在，居住人口は１１０万人で，その内，３８

ｋｍ２ が市内行政区に属し，その人口が６０万人，あとの３１２ｋｍ２ が郊外行政県に属し，そ

の人口が５０万人である 。

（６７７）



８０ 立命館経済学（第４２巻 ・第５号）

（図２）上海市簡略図
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　国内の他の経済特区および開発区と異なっ て， 浦東新区は開発 ・開放以前にすでに一

定の経済基盤とインフラ施設の基礎を有する 。現有工業企業は１ ，９３０社で，従業員３８万

人が働いている 。主要な産業は，石油化学，造船，鉄鋼，建設材料および機械，軽工業 ，

紡績などで，年間の総生産額は１００億元である 。農業の年間総生産額も２ ．５億元あ って ，

それぞれ全上海市の工 ・農業総生産額の一割を占めている 。

　交通 ・輸送の面では，黄浦江の東側には現有港が７８箇所あり ，その内万トン級バース

が３２箇所ある 。１９８９年の貨物積降ろし量は６ ，６３５万トンで，全上海市の貨物積降ろし量

の４５ ．４％を占める 。内河輸送の面では，２０トン級以上の航路が１１本あり ，埠頭バースが

１６０箇所ある 。年間積降ろし能力が４６０万トンである 。現有陸上道路が２８５ｋｍ，その内 ，

市内６５ｋｍ，郊外２２０ｋｍである 。市中心部に繋がる水下トンネルが２本，黄浦江を渡

るフエリー ボートが客用１６航路，自動車用４航路ある 。日間の乗客流動量は１１０万人で ，

自動車流動量は１ ．７万台である 。浦東と上海市街地とは黄浦江によっ て隔てられ，川の

幅は４００ｍである 。

　インフラ施設としては，現有水道の給水能力は毎日４２ ．５万トンで，電力の供給能力は

最高負荷６０万ＫＷである 。浦東都市ガスエ場の第一期工事は既に完成し，毎日１００万

ｍ３の供給能力をもっ ており ，民問用都市ガスの普及率は３０％となっ ている 。また，キ

ャパシティー２万回線の電話交換設備を有する 。

　以上を要約すれば，次のようなことが明らかになるであろう 。

　第一 上海は，中国でもっとも近代的な工業都市として，全国において極めて重要な

経済的位置を占めていることである 。第二，歴史的な原因によっ て， 中国では各地域問

の経済交流が非常に閉鎖的であるにもかかわらず，上海はそれ自身の強い経済力で従来

から揚子江流域ばかりでなく ，全国の各地域とかなり緊密な経済 ・物流関係をもっ てお

り， 上海市の経済的影響力は従来から全国のいたる所に及んでいることである 。第三 ，

上海は中国の東の門戸として，海外との往来関係には長い歴史を有し，全体としてもっ

とも対外的適応性に富んだ地域であることである 。

　以上のような特徴は，つづいてとりあげる浦東開発の意義についての裏付けともなる

もので，留意しておく必要があろう 。

　２　上海 ・浦東開発の意義

２－１　対外開放路線の定着と拡大

中国の経済改革と対外開放路線は既に１０数年の歩みをへてきた。その成果については ，

（６７９）
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国内外においても一般的に積極的なものとして認められてきている 。１９９１年９月に，日

本経済新聞社がｒアジア経済と日本」をテーマにして一つのアンケート調査を行なっ た

が，‘ アジアで最も注目している国 ・地域’として第一位（４２％）に上げられたのは中国

であ った（ｒ日本経済新聞』１９９１年９月１４日）。 私の前稿（［１ｌ）でも触れたところであるが，

その成果を要約的におさえておこう 。

　川　経済体制の変化（［８１）

０所有制　　単一の公有制から ，公有制を王体とする多種経済ウクラート併存の所有制

への転換 。

（表１）所有制別工業総生産高構成表

経済ウクラード １９７８年　１１９８０年　１１９８８年　ｉ１９９０年　１１９９１年

　　　　国有制経済

　　　　集団所有制経済

　　　　　私有経済
（個人 ・私営 ・中外合資 ・全額外資）

（出所）　『中国統計年鑑１９９２』Ｐ．４０８

　１９９２年には，中国の個人業者と私営企業は国家に２０３億元の税金を上納し，全国工商

業税金収入の７ ．８％を占めるようになっ た。 また，個人業者と私営企業の従業員は２ ，７００

万人近くになり ，社会労働人口の４ ．５％を占めている 。私営業者の何人かは全国政治協

商会議の代表にも選出されるようになっ た。 ９０年代になっ て， 民営経済は，中国経済の

成長を促進し，国民の生活水準を向上させ，国有企業の改革を誘導し，労働者の就職問

題を解決する ，等の面において国民経済のなかの重要な要素の一つであると認識される

ようになる 。いま ，中国の工業総生産高における全民所有制 ・集団所有制 ・私有制経済

の比重を ，それぞれ１９９１年の５ ：４ ：１から４ ：４ ：２，あるいは４ ：３ ：３にまで調整すること

が構想されている（『文匿報』１９９３年３月２３日）。

　企業自王権　　政府部門の付属物から ，次第に自王的な商品生産者およぴ経営者へと

転換 。

　企業利潤留保は，改革前の総利潤額に対する５％未満の比重から ，１９８７年には４５％に

なっ た。 また，いまでは９０％以上の国営工業企業が請負経営責任制を実行するようにな

っている 。

　市場機能　　市場の範囲が，改革前の一部分の消費財から ，次第に生産財と各種の生

産要素にも拡大 。

（６８０）
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　１９８８年では，農業 ・副業産品の約６５％，工業消費財の約５５％，工業生産財の約４０％の

価格が，市場調整によっ て決定されるようになっ た。１９９３年９月現在では，９０％以上の

消費財価格と８０％以上の生産財価格が基本的に市場の需給関係によっ て決定されるよう

になっ た（『文匿報』１９９３年９月１日）。

＠経済管理に対する政府の役割　　直接的行政管理から ，次第に経済手段を王とする問

接的制御への転換 。

　杜会的生産建設資金における政府財政供与と銀行貸付けとの比重が決定的に変化した

（前者 ：３／４一÷１／３　後者 ：１／４一÷７０％前後）。

　内外経済交流　　閉鎖　半閉鎖型経済から ，次第に開放型経済への転換 。

　内部経済については，４９の省 ・都市を跨がる経済ネ ットワークが形成され，４万近く

の工商業連合体と１００余りの大型工業企業集団が設立される 。

　外部経済については点→線→面→全方位への開放がはかられ，対外開放はますます中

国の経済発展に重要な役割を果たすようになっ た。

　１２１経済発展

（表２）中国国民経済の実質成長率（１９７９－１９９３年６月）（対前年比％）

年 ＧＮＰ 工業総生産額 固定資産投資 杜会小売総額 外貨準備高（億ドル）

１９７９ ７． ６ ８． ８ 一
１５ ．５

一

８０ ７． ９ ９． ３ 一
１８ ．９

一

８１ ４． ４ ４． ３ 一
９． ８ 一

８２ ８． ８ ７． ８ ２８ ．Ｏ ９． ４ 一

８３ １Ｏ ．４ １１ ．２ １６ ．２ １０ ．９ ８９ ．０１

８４ １４ ．７ １６ ．３ ２８ ．２ １８ ．５ ８２ ．２０

８５ １２ ．８ ２１ ．４ ３８ ．８ ２７ ．５ ２６ ．４４

８６ ８． １ １１ ．７ １８ ．７ １５ ．Ｏ ２０ ．７２

８７ １０ ．９ １７ ．７ ２０ ．６ １７ ．６ ２９ ．２３

８８ １１ ．Ｏ ２０ ．８ ２３ ．５ ２７ ．８ ３３ ．７２

８９ ４． Ｏ ８． ５ ▲８ ．Ｏ ８． ９ ５５ ．５０

９０ ５． ２ ７． ８ ７． ５ ２． ５ １１０ ．９３

９１ ７． Ｏ １４ ．２ ２３ ．８ １３ ．４ ２１７ ．！２

９２ １２ ．８ ２１ ．７ ３７ ．６ １５ ．７ １９４ ．４３

９３ １３ ．９ ２５ ．４ ６１ ．Ｏ ２１ ．９ １８８ ．７７

平均 ９． ６２ １４ ．２７ ２５ ．７３ １６ ．０９

（出所）稲垣清『図説中国経済』エコノミスト ，１９９３年９月 ，より
注： ０ＧＮＰは実質成長率

　　¢投資は全社会固定資産投資総額についてであり ，伸び率は名目

　　　外貨準備高は国家保有分のみ
　　¢１９９３年は１月～６月分

（６８１）
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　中国経済は，改革以来１０数年，曲折がありながら高い成長率で近代化の方向へ進んで

いるのは事実である 。そこには，経済改革の一環である対外開放政策の持続的施行が大

きな且つ不可欠な役割を果たしてきた。それにかかわ って，中国政府は浦東開発　　こ

の中国最大のプロジ ェクトを軸にして，対外開放政策の継続を表明し，そして，それが

ますます大きな役割を果たすようになることを期待しているのである 。まさに，中国に

おける１０数年来の経済改革 ・対外開放路線の推進が，浦東開発区の誕生をもたらしたの

である 。

２－２　経済特区政策の新たな進展

　　　　　　　（表３）１９９０年の経済特区に関する主要経済統計指標

名　　　称 単位 総計 深功１ 珠海 汕頭 夏門 海南島 浦東（参考）

設　立　年　月 ８０ ．８ ８０ ．８ ８０ ．８ ８０ ．１０ ８８ ．４ ９０ ．４

面　　　　積
ｋｍ２ ５６１ ．６９ ３２７ ．５ １５ ．７ ５６ ．２ １３１ ．Ｏ ３４ ．８９ ３５０

人口（特区内１９８７年末） 万人 ７１２ ．４ ２８ ．７ １７ ．５ ２． ７ ３６ ．５ ６２７ ．０ １１０ ．Ｏ

工業総生産額 億元 ３０９ ．８０ １６１ ．３０ ４２ ．００ １５ ．００ ６４ ．５０ ２７ ．５０ １５０ ．４７

（内外資企業） 億元 １６８ ．６ １０５ ．２ １６ ．００ １２ ．３０ ３２ ．２０ ２． ９０ 以下上海全市）

基本建設投資額 億元 ９３ ．９ ４９ ．４３ １０ ．９９ ６． ８０ ４． ６８ ２２ ．ＯＯ １０７ ．６７

輸　出　総額 億ドル ４８ ．８９ ２８ ．００ ４． ８８ ４． １９ ７． ７２ ４． １０ ５３ ．２

外国投資プロジェクト 件 １， ８３４ ７５７ ４１１ １７４ ２７２ ２２０ ２０１

取り決め外資額 億ドル １７ ．９ ６． ７１ ３． ０３ １． ４８ ５． １３ １． ５５

外資実際利用額 億ドル ８． ５ ５． １０ １． ０８ ０． ８４ ０． ７３ ０． ７５ ３． ７４

社会商品小売総額 億元 ７８ ．８７※ ５６ ．４５ １５ ．４４ ３． ０３ ３． ９５
一

３５２ ．４５

利潤納税額 億元 １． ９１※

‘
Ｏ． １２ Ｏ． ０４ １． ７５

■
９０ ．８５

※　海南島を含まない

（出所）黄泰和「中国の経済特別区の設置と発展」『北京週報』　１９９１年４月第１４号

　　　三菱総合研究所『中国情報ハンドブ ック』１９９０年版

　　　ジェトロ「中国沿海開放都市 ・経済特区の９０年経済総合統計」『中国経済』 ，１９９１年　

　　　以上より ，再編成

　浦東開発区は，経済特区としての外殻をもっ ている 。例えば，外資導入政策の面では ，

基本的に現有経済特区の特恵政策が延長されたものである。これらの経済特区は既に大

きな成果を上げてはいるが，そもそも農業以外に既存の基礎産業や周辺産業がなく ，か

つ資源として労働力しかないところに建設されたので，資本，技術，原材料，機械設備

などはすべて外資に頼り ，委託加工を主流とした輸出加工区の形態を有している 。また ，

周囲は国境にも劣らぬ「第二線」で固められ，許可をもたない中国人は立ち入ることが

できないし，外資導入においても香港 ・台湾 ・マカオを主要な対象と想定されている 。

こうした状況から ，現有経済特区は主として国際経済とリンクされたものであ って，国

（６８２）



上海 ・浦東の開発一進展とその課題（王） ８５

内経済との関連が弱い経済システムとして形成され，いわゆる経済的「飛び地」

（・ｎ・１…）の要素が強い，としばしば指摘されてきた。そのため，１０年た った現在でも ，

全体的な経済総合指標から見て分かるように，中国経済全体に影響力をもっ ているとは

まだ言えない。また，中国経済における位置でいえば，リーダー・ シッ プの座を占める

上海とはまだ比べものにならないほど小さい 。

　それに対して，上海は上述したように歴史的にも地理的にも経済的にも社会的にも他

の経済特区よりは恵まれた位置にあることから ，上海 ・浦東開発は当初より軽工業から

重工業までのフルセ ットの既存産業構造と人的 ・技術的蓄積をいかして，輸入代替と輸

出志向との結合した国際的工業基地の樹立が要求されたものであ った。一方では，日本 ，

アメリカ ，ドイツをはじめ他の先進諸国からの外資導入を積極的に展開することをつう

じて ，太平洋地域および世界にむけて技術的にハイ ・レベルで，中国の一大ハイテク産

業基地を形成しようとしている 。同時に，他方では，国内の他地域との従来の深い経済

的連関性を活用して，とりわけ縦のレベルでは現存沿海開放諸地域のリーダ ・シ ップの

位置を保ち，その産業と技術を広大な内陸の資源と市場にリンクさせ，そして横のレベ

ルでは揚子江流域から西南地域にかけての内陸さらには中国全土の経済発展を牽引する

役目を果たして，自立的国民経済の形成を促進する役割が期待されているのである 。そ

れ故，浦東開発区の発足は中国の経済特区建設における画期的な進展を意味し，中国の

対外開放政策の新たな段階を画する戦略的意義をもつといえるのである 。

２－３　対外開放の新しいモデル（複合型開放モデル）への進展

　浦東新区の産業発展の原則として，¢国内外の資金と投資の導入に有利でなければな

らない，　国際貿易の拡大，国際分業および国際競争の参与に有利でなければならない ，

　国際的先進技術の獲得，輸出指向と輸入代替を主とした工業化の発展に有利でなけれ

ばならない，＠浦東と浦西（現在の市街地）との産業の相互補充，協調と一体化の要求に

有利でなければならない，　上海市の全国的な多機能経済，貿易，金融の中心への発展

に有利でなければならない，ということが設定されている 。そのなかの¢と　で，浦東

開発をつうじて上海市と他の省，都市との経済的相互協調 ・連結関係を構造的に緊密化

させることが目指されているのである 。ここでは，浦東および上海の経済振興によっ て

他の地域へ波及効果を与えようというだけでなく ，他の地域の資本とくにハイテク産業

を浦東および上海に誘致することをつうじて，中国の現存経済構造の部門（条条）と行

政（塊塊）によるいわゆる「諸侯経済」を打ち破り ，合理的な地域分業体系を作り上げ

（６８３）
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て， 国全体の内外全方位開放を促進し，中国経済全体の産業構造の高度化を達成するこ

とが上海 ・浦東開発企画の基本的目的の一つとされているのである 。

　私は前稿（［１１）においても ，中国の対外開放戦略の到達点にかんする余雲輝の論文

に言及しておいたが，それは「時間の順序で言えば，地域型開放モデル，複合型開放モ

デル，産業型開放モデルは，中国対外開放の三つの発展段階を示している 。また，中国

対外開放の必然的な歴史的道程である」というものであ った。確かに，９０年代の中国経

済活動の重点は，（工）産業構造調整の加速，　経済効率の向上，　老朽企業の技術更新改

造， に置かれていた。この点で，浦東開発の基本的狙いの一つは，いわゆる「諸侯経

済」を打ち破り ，合理的な地域分業体制を作り上げ，過去の単なる地域型傾斜政策から

産業型傾斜政策への移行をなしとげて，中国経済全体の産業構造の高度化を達成しよう

とするところにあるのである 。１９９１年７月に，上海 ・江蘇，断江三省 ・都市の計画経済

部門と関係大学の研究者達は，国家計画委員会の委託により《揚子江デルタ地区９０年代

産業構造と配置調整の研究報告》を発表した。その中でも ，ａ．経済発展の外向化，ｂ

産業構造の高度化，ｃ．経営方式の集約化，ｄ．地域経済の一体化，という目標が打ち

出されている 。そして，それらは中国対外政策の新たな突破口を開くものと評価され ，

浦東開発はその目標に向かう「エンジン」の役割を果たす，と位置付けられているので

ある 。そのように，浦東新区は，特定地域の開放という外形をとりながら ，産業構造の

高度化と生産配置の合理化を目指したものであり ，国全体との連動をはかることで複合

型開放として位置付けられることができ ，中国対外開放の新しい進展といえるのではな

いかと思う 。

　３　浦東開発における中国政府の根本目的

　中国国務院は，１９９２年６月２４日から四日間をかけて，揚子江テルタ地域およぴ揚子江

沿江地区経済企画座談会を北京で開いた。その会議に中国共産党中央総書記江沢民氏と

国務院総理李鵬氏がともに参加して，「上海 ・浦東開発を龍頭（牽引車）にして，揚子江

沿岸都市をいっ そう開放しよう」という党中央の決定にかかわ って次のように述べた 。

「揚子江デルタ地域と揚子江沿江地区はわが国の経済戦略配置において非常に重要な位

置を占めている 。この地域の開発 ・開放を速めることは，上海と揚子江デルタ地域をい

ち早くわが国における現代化を実現する地区の一つにするだけでなく ，揚子江全流域の

経済の新しい飛躍を牽引し，かつわが国の全方位的対外開放局面の形成，社会王義的な

新しい経済体制の創設，またわが国全土の経済振興を実現させることに対して極めて重

（６８４）
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要な意義をもっ ている」（『文匿報』１９９２年６月２９日）。

　１９９１年３月２５日 ，第七期全国人民代表大会第四回会議において，国務院総理李鵬氏は

「国民経済 ・杜会発展十 ヵ年計画と第八次五ヵ 年計画の網要に関する報告」を行なっ た

（［１０１）。 その中で，「対外開放における沿海地区の強みを十分に発揮させ，対外志向型

経済をいっ そう発展させて，全国の経済発展を促進しなければならない。第八次五ヵ 年

計画の期間には，今ある経済特別区，対外開放都市，対外開放地区をうまく運営するほ

か， 上海浦東新経済区の開発と開放に全力を傾けるべきである 。対外開放政策の運続性

と安定性を維持し，打ち出した政策は基本的には変えないで，絶えず整備していくべき

である 。経済特別区，対外開放都市，対外開放地区では，国民経済の全局から出発する

とともに，地元の強みとも結びつけて，経済発展の方向，重点，配置を合理的に確定し ，

それぞれ特色のある産業を開発して，合理的な地域分業体系を徐々に作り上げなければ

ならない」と述べられている 。また，東京，大阪で行なわれた浦東開発セミナー の中で ，

楊昌基氏は「浦東開発をつうじて，上海の都市総合機能をもっと完備させ，そして揚子

江デルタ地域 ・揚子江流域さらに全国の経済振興 ・発展を促す。したがって ，浦東開発

は上海の重点としてだけでなく ，９０年代中国全国の改革開放の重点にもなっ ている」と

述べ，「開発浦東 ・振興上海 ・服務全国 ・面向世界」（浦東を開発し，上海を振興し，全国に

奉仕し，目を世界に向ける）という１６字建設方針を説明した（［７１）。

　つまり ，「中央の戦略配置」とされる浦東開発計画の基本的目的は ，

　¢要点としての「前店後廠」という局面を作る（前店 ・太平洋経済圏 ・世界各国を貿易お

よび経済協力相手として，世界経済への積極的参入をはかる 。後廠 ・浦東と揚子江流域を生産基地

として．その経済振興をはかる 。）

　　上海市を単なる工業都市から脱皮させ，香港と並ぶあるいは香港を追い抜く国際経

済貿易センターと金融センターに再生させる 。

　　現存経済構造の部門（条条）と行政（塊塊）によるいわゆる「諸侯経済」を打ち破り ，

合理的な地域分業体系を作り上げて，国全体の内外全方位開放を促し，中国経済全体の

産業構造の高度化を達成させる 。

ということにある ，と言えよう（［１１１）。 この浦東開発企画に対して，中国政府が期待

するメカニズムは以下のようなシェーマであるといっ てよいであろう 。

　　　浦東開発→上海市の再生→揚子江流域経済圏の振興→中国経済全体の飛躍

　揚子江流域は，上海をはじめ，江蘇，析江，安徽，江西，湖北，湖南，四川諸省 ・都

市を含み，面積は約１４７ ．９万ｋｍ２ で， 中国全土の約１５ ．４％を占めているが，人口は約４

（６８５）
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億４千万で，国民総人口の約３９％を占めている（１９９０年７月１日第四回国勢調査）。 国民総

生産額は中国大陸全体の４０％を占めており ，それらの地域は従来から上海と密接な経済

関係をもっ ていた。上海経済の振興が成功すれば，真っ先に牽引されるのはそれらの地

域であろう 。だが，上海市の経済力はそれに止まらず，中国経済全体にも大きな比重を

もっ ているから ，その他の省 ・都市および全国の経済的飛躍にも絶えず強い牽引力とし

て働くものと思われる 。だから ，上述のメカニズムは，「上海市の再生→揚子江流域経

済圏の振興」とｒ上海市の再生今中国経済全体の飛躍」とが交差的に作用するものと考

えてよいであろう 。

１　浦東開発のプラン

　１　主旨と目標

　浦東開発プランの主な特徴は，それが上海市全体の経済 ・社会発展の有機的一部分と

して，上海市の都市全体企画と結びつけられ，計画的 ・重点的 ・段階的に次第にその深

さと広さが進展していくという方針がとられているところにある 。１９９１年９月に，浦東

新区の中期発展目標が構想された。その構想の制定原則としても ，上海市全体の発展を

べ一スにした浦東開発のプランが作成されている（［１６１）。 もちろん，浦東開発におけ

る短期 ・中期の財力 ・物力 ・人力の多数は浦西からも集められるもので，浦東新区の開

発は上海市全体の振興と発展という要求にもとづいて浦東 ・浦西両者がお互いに補い合

いながら ，促進しあ っていくであろう 。浦東開発という有利な契機と優遇政策を十分利

用して，上海全体の発展を促し，上海の経済を良き循環と外向型発展の道に推し進め ，

上海市の全国経済における中心都市の機能を発揮 ・強化して，揚子江流域そして沿海地

区さらに全国の経済発展に貢献することが狙われているのである 。浦東開発の目標は ，

明確に以下の二つに定められている 。

　第一に，金融 ・商業 ・貿易などの第三次産業を重点的に開発して，再び上海の経済セ

ンターとしての機能を構成するようにする 。

　つまり ，浦東に以下の五大経済センターの機能をつくり上げる 。¢金融，　商業 ・貿

易， 　不動産交易，＠情報サ ービス ，＠物流 ・海運。インフラ施設建設を先導にして ，

第三次産業を主体におき ，工業 ・農業の現有規模を適当に維持しながら全体を集約化の

方向へと発展させていくことである 。極東の経済的中心都市の位置を香港から取りもど

（６８６）
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すためにも ，第三次産業の振興は特別の意義を有し，これが浦東開発戦略目標が達成で

きるかどうかのキーポイントになるであろうとされる 。

　第二に，ハイテク ・高効率 ・外向型の工業体系を形成する 。具体的には海外，国内 ，

上海市内からそれを満たすそれそれの企業を浦東に誘致することである 。

¢目標として，三資企業（合弁 ・合資 ・全額外資）を毎年１００社というぺ 一スで，１０年で

１， ＯＯＯ社を導入する 。

　国家と各省市の重点あるいは重要プロジェクトを積極的に浦東に向ける 。

　高技術 ・高効率 ・外向型 ・無公害という条件を満たす市内の現有企業を ，浦東に移動

するか分工場を設立する 。

　９０年代には現有工業を基礎にして，外資と国内資金を吸収し，浦西からの企業移転に

ともなっ て， ハイテク ・高効率 ・外向型の大中型工業を発展させる 。浦東開発はただの

金融 ・商業地域づくりだけではなく ，工業の面においても第一の目標と相互依存の連帯

関係をもっ てくるのである 。もし，浦東新区に一流のインフラ基礎施設が形成されず ，

第三次産業の確実な発展がなければ，浦東には良好な投資環境が生まれず，浦西に対す

る促迫力も発揮できずに，たんなる浦西の住民と工業の疎開地に陥 ってしまうことにな

る。 また，もし，浦東新区に一定の有力な工業要素がなければ，その第三次産業も支え

られないで空洞化され，浦東新区に対して提供できる財政収入も大幅に減少することに

なるからである 。

　２　全体のプラン（１４０１ ，図３）

　１９９０年代における浦東新区の開発目標は，まず黄浦江の西側にある上海市内の現有経

済力をバッ クにして，浦東新区を合理的な産業構造，先進的かつ総合的交通ネ ットワー

ク， 便利な通信条件および良好な自然生態環境を有する現代化した新しい地区に建設し ，

発展させることである 。このために，既存経済基盤，自然環境条件，開発資金の調達状

況などにもとづいて，浦東新区の開発は主に以下の二つの方面から着手していくことと

されている 。

２－１　インフラ建設を先行し，良好な投資環境を創出すること

　浦東新区は，当面，まだ準都市化地区に属し，現有のインフラ施設は新区開発の要求

に遠くかけ離れている 。都市のインフラ施設は，都市建設，杜会発展および国民生活に

欠かせない前提条件であり ，ハード面において，投資環境を改善し，外資を誘致するキ

ーポイントでもある 。また，現代化した都市の重要な印の一つともいえる 。この点を認

（６８７）
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識したうえで，浦東開発はまずインフラ施設の建設を先行的に実施したのである 。それ

は， 主に「第八次五ヵ 年計画」の期間中（１９９０年～１９９５年）に１０大インフラ建設のプロジ

ェクトが着々と進められている（詳細は皿 ・３－１参考）。 それと同時に，浦東にある上

海第二国際空港，地下鉄第二号線（黄浦江を潜って市内と連結する），外環状線の浦東部分 ，

浦東新区を東西方向にまたがる主幹道路などの「第八次五ヵ 年計画」の後期に，あるい

は「第九次五ヵ 年計画」の期問中に実行すると予定された巨大なプロジェクトの前期準

備作業も進められているのである 。具体的には，以下の１１項目が企画されている 。

¢市中心部を浦東に拡大　　内環状線以内

　内環状線全長４５ｋｍ，内部面積１２０ｋｍ２ ，うち浦東部分は２８ｋｍ２ とする 。

　都市化用地の境目　　外環状線

　外環状線全長８９ｋｍ，内部面積５７０ｋｍ２（浦東 ・浦西両部分を含む），外高橋の４０ｋｍ２

を加えて ，合計６１０ｋｍ２ になり ，シンガポール全土の面積に相当する（市内面積はもとの

３５０ｋｍ２ から５７０ｋｍ２ に拡大する）。 二つの環状線の問に放射型道路を１０本敷設し，且つ計

画中の国道で江蘇省及び析江省と連結する 。

　黄浦江を渡る大橋　　２～３本，トン不ル　　 ５～６本，自動車用フェリ　　 ５本
，

乗客用フェリ　　１６本 。

＠地下鉄 ：第一号線，新龍華→人民広場→上海駅（投資２５億人民元，建設中 。ユ９９３年６月１

　　　　　日から南段６ ．６ｋｍが開通試運転している）。 第二号線，人民広場→黄浦江を抜け

　　　　　→外高橋

　港　湾 ：外高橋に年２ ，ＯＯＯ～２ ，６００万トンの積降ろし能力を有するバースを建設する 。

　空　港 ：浦東に上海の第二国際空港を建設する 。

¢内　河 ：１００トン級の内河航路網を開通させる 。

＠通　信 ：２０００年までに ，電話回線の普及率を２５％に，民間使用普及率を５０％達成にも

　　　　　っていく 。

　電　力 ：外高橋にキャパシティー３６０万ＫＷの発電所を新設し，もとの高橋発電所を

　　　　　拡大する 。

＠水　道工場を二つ新設する 。給水目標能力は以下である 。第一期工事　　４０万ト

　　　　　 ン／日 ，第二期工事　　８０万トン／日 ，第三期工事　　１２０万トン／日 。

０住　宅 ：２０００年までに ，建築面積１ ，５００万ｍ２ の住宅を建設する 。

２－２　現有産業基盤と地理条件にもとづき ，合理的な産業配置をはかること

（６８９）
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　浦東新区の開発をスタートした時点から，合理的な産業構造を形成するために，工業

の発展をべ一スにして，第三次産業の発展用地を十分に保留しておき ，浦東新区の経済

発展の必要に応じて段階的に開発していく方針が取られていたのである 。具体的には ，

浦東新区の現有産業基盤と地理的位置にもとづいて，まず（表４）のような五つの総合

分区を開発することとなっ た。

　　　　　　　　　　　　　（表４）五つの総合分区企画

総合分区 面積（ｋｍ２） 居住人口数（万） 企画産業

¢外高橋一高橋分区 ７５ ２６ 自由貿易区

　慶寧寺一金橋分区 ２１ ３４ 輸出加工区

　陸家囑一花木分区 ２８ ３５ 金融貿易ビジネス区

＠周家渡一六里分区 ３４ ４０ ハイテクエ業区

＠北察一張江分区 １９ ３５ 科学 ・教育区

合　　　計 １７７ １７０

（出所）上海人民出版社編『上海浦東開発簡介』上海人民出版社，１９９０年５月 ，により作成

　○の外高橋一高橋分区は，１９９１年に着工する大型の現代的港湾と発電所建設により
，

輸出加工区と外商投資区を開発し，外国投資を吸収して，ハイテクの高品質の輸出産品

を集中的に発展させる 。また，保税区を設立して，保税倉庫と相応の公共サ ービス施設

により ，中継 ・物流 ・海運センターを形成する 。保税区内では，外商の貿易機構が中継

貿易と区内企業の輸出入業務代理を行なうことが許される 。外高橋海岸線東側の１ ．７

ｋｍ２ の用地に１０万トン級の船台を作り ，船の製造と修理の新しい基地とする 。

　さらに，約５１０ｋｍ２の用地を保留して，将来東中国海の石油 ・天然ガス開発の後援

基地とその他の建設用地とする 。

　　の慶寧寺一金橋分区と＠の周家渡一六里分区は，現有工業基礎を十分に利用して ，

無汚染且つ潜在力のある工業プロジェクトを発展させる 。

　　の陸家階一花木分区は，浦東の一等地である 。浦西バンドの延長として，金融 ・商

業・ 対外サービス ・不動産 ・情報インフォメーシ ョンなどの現代的第三次産業を発展さ

せる 。

　また，そこは南浦大橋と楊浦大橋の延長交流点になるから，行政事務 ・商業卸売り ・

各種社会事業の集中場所と高級住宅地域として用いる（市役所はそこに移動する予定）。 さ

らに，大型文化博覧センターの建設をつうじて，繁栄したシ ョッ ピング ・センターを形

成する 。なお，以上の重点地域以外に若干の小規模工業区を建設し，もとの市街地にあ

る工場の移動と小型加工工業の用地に使う 。

（６９０）
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　３　開発スケジュール

第一段階 ：（１９９０～１９９４年）

　インフラ整備に力を入れ，外資導入の環境を作る 。

第二段階 ：（１９９５～１９９９年）

　重点建設を進め，一応の枠組みを形成する 。

第三段階 ：（２０００年～以後の２０，３０年，あるいはもっと長い期問）

　全面的建設段階で，マスター・ プランが次第に実現の運びとなる（［１１１）。

　以上は，浦東開発の統一的全体企画である。開発建設は分期的且つ分量的に実行して

いく 。第一次企画はまず三つの小区画区域を開発する 。例えば，外高橋自由貿易区は合

計１０ｋｍ２ であ って ，まず４ｋｍ２ を開発する 。金橋輸出加工区は合計８９ｋｍ２ あっ て，

まず４ｋｍ２ を開発する 。陸家囑金融貿易区はまず１ ．５１ｋｍ２ を開発する 。インフラ建設

には約５年間かける 。三つの小区画区域合計９ ．５１ｋｍ２ の開発には約１０年問かけて完成

させる 。２０００年以後から浦東開発区全体を全面的に行なう 。だから ，開発企画としては ，

一括的に行い，実行は段階的 ・区域的に開発していっ て，一歩成功したら ，もう一歩進

むという方針なのである（詳細は皿 ・３－３参考）。

皿　開発の進展状況

　１　行政管理機関の改編

　上海 ・浦東開発企画の発足した当初，上海市人民政府は，投資環境を改善し投資審査

手続きを簡素化するために，総合的な外国投資管理機関として上海市外国投資委員会を

設立した。そして，当時の市長である朱鋳基氏が当該委員会の主任（最高責任者）を兼

任した。その下に，浦東開発の指導を強化するために設立された専門的主管部門である

上海市浦東開発指導組が置かれて，当時の上海市常務副市長である黄菊氏がその組長を

兼任した。また，浦東開発の業務機関として上海市浦東開発弁公室があり ，楊昌基氏が

当初の主任を勤めた 。

　その後，１９９１年４月９日に閉幕した全国人民代表大会で，朱鋳基 ・上海市市長が浦東

プロジェクト専任に近い形で副首相に昇格した（『日本経済新聞』１９９１年４月１３日）。 これは ，

明らかに中央の重要な戦略配置という位置付けを与えられたもので，全国的な協調を強

化するためであ った。また，１９９１年４月２９日 ，上海市第九期人民代表大会第四回会議で ，

（６９１）
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黄菊氏が上海市長に選任された（ｒ北京週報』１９９１年６月 ，第２４号）。１９９３年１月１日からは
，

浦東新区が上海市の新しい行政区として発足し，上海市副市長趨啓正氏が浦東新区管理

委員会の主任に就任した。その直属の行政局は以下のとおりである 。

浦

東

新

区

管

理

委

員

会

浦東新区工商行政管理局

浦東新区財政税務局

浦東新区農村発展局

浦東新区社会事業発展局

浦東新区経済貿易局

浦東新区都市建設管理局

浦東新区土地総合企画局

浦東新区規律検査 ・会計審査局

浦東新区組織部（労働人事局）

浦東新区共産党 ・行政弁公室

　２　政策および諸法規（［１７１）

２－１　上海浦東開発にかんする１０大優遇政策

　国務院は，上海浦東新区で以下の優遇政策を採用することを同意している 。

［１１区内の生産的三資企業（合弁 ・合資 ・全額外資）はその所得税を減免し，１５％の税

率により納税する 。経営期問が１０年以上の生産的三資企業は，黒字計上年度から２年間

は半減納税する 。

［２１浦東開発区内で輸入された必要な建設用機械設備，車両と建築材料は，関税と工

商統一税を免税する 。区内の三資企業は，生産用の設備，原材料補助材料，運輸車両 ，

同企業用オフィス用品および外商生活用品，白動車等の交通手段の輸入では，関税と工

商統一税を免税する 。

［３１外商が区内に投資した生産的プロジェクトは，製品輸出を主とせねばならない 。

一部輸入代替製品については，主管部門の許可後，関税と工商統一税を納税後，国内市

場にて販売することができる 。

［４１外商が区内にて，空港，港湾，鉄道，道路，発電所等のエネルギー・ 交通プロジ

ェクトに投資することを許可する。黒字計上年度から ，その所得税は前５年問免税，後

５年間半減免税する 。

［５１外商が区内にて第三次産業を起こすことを許可する ，現行規定では不許可あるい

（６９２）
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は制限されている外商経営の金融と商品小売等の業種にかんして，許可を経て浦東新区

内にて試験的に開設できる 。

［６１外商が上海，浦東新区を含め，外資銀行を増設することを許可する 。まず財務公

司の許可を受けて開設し，浦東開発の実際の需要にもとづき ，若干の外国銀行の分行設

立を許可する 。同時に，外資銀行の現行の所得税を適当に引き下げ，異なる業務に照ら

した区別税率を実行する 。外資銀行の正常な運営を保証するため，上海はなるべく早く

関連法規を公布する 。

［７１浦東新区の保税区内では，外商貿易機関がトランジ ット貿易に従事すること ，お

よび区内の外商投資企業の生産原材料，部品の輸入と製品輸出業務を代行することを許

可する 。

［８１国内の他の地区からの投資企業を含む区内の国営企業について，浦東新区の産業

政策にもとづき ，区別をもっ た対応の方針を実行する 。産業政策に適合し，浦東の開発

と開放に有利な企業に対しては，所得税の優遇を掛酌して与える 。

［９１区内において土地使用権の有償譲渡の政策を実行し，使用権限は５０年から７０年と

し， 外商が請け負う土地の開発を行なうことができるようにする
。

［１０１浦東新区の建設を速め，開発，投資に必要なインフラを提供するために，浦東新

区は財政収入項目を新設し，新区のさらなる開発に使用する 。

２－２　その他の諸政策と規定

　上述の１０大優遇政策は，浦東開発が正式に宣告される前にすでに制定されたものであ

ると思われる 。その後，それらをより有効的にかつ正確に執行するために，具体的操作

にかんするいくつかの法規が打ち出されたのである 。

¢「上海浦東新区の産業案内と投資指南」　　　　　　　上海市計画委員会　１９９０ ．９ ．６

　「上海浦東新区における外商投資企業の審査 ・認可に関する弁法」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上海市外国投資工作委員会　１９９０ ．９ ．６

　「上海浦東新区計画建設管理に関する暫定弁法」

　　　　　　　　　　　上海市都市計画建築管理局 ・上海市浦東開発弁公室　 １９９０ ．９ ．６

＠「上海外資金融機関，中外合弁金融機関管理弁法」　　　　中国人民銀行　１９９０ ．９ ．８

　「上海浦東新区への外商投資を奨励するための企業所得税と工商統一税を減免
，

　免除することに関する規定」　　　　　　　　　　中華人民共和国財政部　１９９０ ．９ ．８

ゆ「中華人民共和国税関の上海外高橋保税区へ搬出入される貨物，輸送手段および

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９３）
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　個人携帯物品についての管理弁法」　　　　　　中華人民共和国税関総署　１９９０ ．９ ．８

¢「上海市の浦東新区への外商投資を奨励するための若干の規定」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上海市人民政府　１９９０ ．９ ．１０

＠「上海市浦東新区土地管理に関する若干の規定」　　　上海市人民政府　１９９０ ．９ ．１０

　ｒ上海外高橋保税区管理弁法」　　　　　　　　　　　上海市人民政府　１９９０ ．９ ．１０

＠「上海市以外の省 ・市の浦東新区への投資奨励に関する上海市の若干の規定」

　上海市計画委員会　上海市浦東開発弁公室　上海市政府協作弁公室 ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上海市財政局　１９９１ ．５ ．２０

＠「上海浦東外高橋保税区外貨管理施行細則」　　　　　　国家外貨管理局　 １９９１ ．８ ．１

＠ｒ外資系企業の清算条例」　　　　　　　　　　　　　　　上海市人民政府　１９９１ ．９

＠「上海市証券交易管理弁法」　　　　　　　　　　　　上海市人民政府　１９９１１１２７

その他のものとしては（上海市人民政府１９９１年にはいっ てから）
，

　「浦東新区での外資系企業の登録法」

　　「浦東新区での外資系企業の投資，小売り商業実施規則」

　１９９３年３月２日に開かれた上海市外資工作会議で，上海市人民政府は，４月１日から

各区 ・県が外国投資プロジ ェクトを審議 ・許可する権限を，総投資額５００万ＵＳ箏以下か

ら１ ，０００万ＵＳ華以下に拡大したことを公布した（『解放日報』１９９３年３月３日）。

２－３　中国国内一般地区の税制政策

　ちなみに，中国国内一般地区の税制政策を参考までにまとめてみると ，それは次のよ

うである（経済改革の進展とともに，税種，税目 ，税率の増減，変化がかなり頻繁であり ，以下は

１９９１年２月現在の状況である）。

　１１；　国営企業については ，

ａ． 利潤計上以前の税種（流転税） ：

　産品税　　産晶売り上げ収入の５％

　営業税　　営業収入の３％（卸売り業の場合，仕入と売り上げの差額の１０％。高次消費財に

ついては６０％の場合もある）

　増殖税一価値増殖額（営業収入一物財消耗）の１４％

ｂ． 利潤計上以後の税種 ：

　所得税　　実現利潤の５５％

　予算調節基金　　企業留保利潤の１０％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９４）
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交通工不ルキー建設基金　　企業留保利潤の１５％

都市建設付加税　　利潤計上前の納税額の７％（上海地方規定）

教育付加費　　利潤計上前の納税額の２％（中央教育部）

土地使用税（１９８９年新設），など 。

１２１　集団 ・個人所有制企業については ，

流転税についてはあまり区別がない 。

所得税については以下の八級累進税率制度がとられている 。

（表５）八級累進税率制度

年実現利潤額（千元）　１以下　　１～３ ．５３ ．５～１０　１０～２５　２５～５０　５０～１００１００～２００２００以上

税　率（％）　１０ ２０ ２８ ３５ ４２ ４８ ５３ ５５

　１引　三資企業（合弁 ・合資 ・全額外資）については ，

　流転税については設立初期に優遇される 。その政策は業種によっ て異なるが，優遇期

以外には国内企業と同じになる 。利潤計上後の所得税は３０％十３％付加税＝３３％で徴収

される 。

２－４　浦東開発に関する諸政策 ・規定の特徴

　この一般地区の税制と比べてみたとき ，浦東開発には，現有経済体制に許される最大

の優遇政策を与えていることが分かる 。それを要約すれば，以下の五項目にまとめるこ

とができるであろう 。

　第一に，外国の企業が浦東新区で不動産業，小売業など第三次産業を行なうことを認

める 。

　第二に，浦東開発のため，人民元の株券（Ａ種）および外貨の株券（Ｂ種）などを発行

し， それを取り扱う証券取引所を上海に設立することを認める 。

　第三に，浦東新区の外高橋地区に中国で開放度のもっとも高い保税区，すなわち自由

貿易区を設立する 。その地区で関税免除，輸出入許可証免除，国内外の資本による国際

貿易機構の設立，企業の外貨の全額留保，各国貨幣の自由流通などの特別優遇政策を実

施する 。

　第四に，全上海における外資による銀行，財務公司，保険会杜などの金融機関の設立

を認める 。

　第五に，浦東新区に生産的プロジェクト ，非生産的プロジェクトを行い，また，企業

（６９５）
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が輸出入業務を自営するなどの面において，より大きな審査 ・許可を与える自主権を上

海に与える 。

　３　開発の現状

３－１　１０大インフラ建設プロジェクト（［２１１ ，［２７１ ，図４）

　　　　　　　（図４）浦東新区１０大インフラプロジェクト位置図

長

外高行阜頭区 江

浦

江

楊滴大行

南清大栃

挿

　　　　　　　（出所）上海市人民政府浦東開発弁公室資料

［１１南浦大橋　　投資８億２千万人民元，全長８ ，３４６ｍ，幅３０３５ｍ，６車線。１９９１

年１１月１９日に開通 。

［２１楊浦大橋　　投資１３億３千１６３万人民元，全長８ ，３５４ｍ，幅３０３５ｍ，６車線 。

１９９３年１０月２３日に開通
。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６９６）
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［３１内環状線道路（浦東部分）　　高速道路，浦東部分全長８ｋｍ，幅３４ｍ，投資２億

３千万人民元。１９９１年下半期に着工，１９９３年末に完工する予定 。

［４１楊高路新区南北貫通幹線道路　　投資７億１千万人民元，高速道路，幅５０ｍ
，

全長２４ ．５キロ ，１９９２年１２月に竣工し ，開通 。

［５１外高橋の四つの万トン級埠頭　　投資６億４千２５６万人民元，全長９ ，０００ｍ，水

深１１～１２ｍ，１９９１ ．７着工，１９９２年末にそのなかの重量貨物バ ースが稼働に入 った 。

１９９３年に全部完成予定
。

［６１外高橋の３６０万ＫＷ火力発電所　　第一期工事１２０万ＫＷで ，投資２８億６千９４６

万人民元，１９９１年着工，９４年初に部分的稼働可能，１９９６年に全部完工の予定
。

［７１現有１００万Ｍ３／日カスエ場を２００万Ｍ３／日に拡大　　投資２億１千１９６万人民元
，

施工中，一部すでに使用中，９５年全部完成予定 。

［８１３５万回線のテシタル制御通信システム　　初期投資１千１５０万人民元，工事中 ，

目標拡大，１９９３年までに１５万回線使用可能，１９９５年には３５万回線以上に増える見込み 。

［９１２０万トン／日の水道工場１基増設　　投資２億１千５３８万人民元，１９９２年着工
，

１９９３年末完成可能
。

［１０１黄浦江と蘇州河の浄水工事　　投資１６億人民元，第一期工事は１９９３年９月１８日に

完成 。

　以上の１０項目には，約１５０億元の資金を必要とする 。当初から調達ずみという形で進

めていた。そのほかに，重点開発小区と大型プロジェクトのための関連インフラエ事も

着工されている 。

　なお，１９９３年から始まる中央政府と上海市の投資による重大建設プロジ ェクトは次の

とおりである 。

　交通面においては，地下鉄黄浦江江底トンネルエ事，三本目の江底トンネル，外環状

道路浦東路線と浦東　　崇明（浦東地区よりさらに東対岸にある島）　　啓東（崇明島の向こ

う岸にある港町）の江底トンネルに着工し，新区内の交通をいちだんと便利で，しかも速

いものにする 。浦東と浦西を完全に一体化させる 。さらに浦東と江蘇省北部との陸上通

路を開き ，揚子江デルタ地域との経済交流をいちだんと強める 。上海第二空港，新区の

鉄道幹線と現代的なコンテナ港湾区域建設に着手する 。揚子江川口の航路整備の前期工

事を展開して，しだいに新区の陸，空，海ともに，関連施設が整うような総合的な交通

ネットワークの骨組を基本的に形成する 。浦東が国内外の大きな交通ネ ットワークと緊

密に繋がるようにする 。

（６９７）
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　都市整備の面において，外高橋発電所の第二期プロジェクト ，給水第二期プロジェク

ト， 浦東通信中枢および南区メイン下水配管を建設したのち，浦東新区の発電能力は

４００万ｋｗ，給水能力は８２ ．５万トン／日 ，電話普及率は４０台／百人に達することができる

ようにする 。それは，第九次五ヵ 年計画（１９９６年～２０００年）の期問内における重点建設の

都市整備に対する関連施設の需要を満たすだけでなく ，新区の２１世紀の大きな飛躍にふ

さわしい条件を提供することができるものである 。

３－２　金融先行

　浦東開発は，世紀を跨がる巨大なプロジエクトである 。その目標のなかには上海を国

際的な経済 ・金融 ・貿易センターの一つに建設することが含まれている 。浦東開発がス

タートしてから二年半以来，「金融先行」という戦略的措置を実施したため，すでに新

しい中外金融機関が３２社上海市内か浦東に新設された。そのなかに，中国金融機関は１１

杜（中国銀行，工商銀行，交通銀行，建設銀行，農業銀行，深功１招徳銀行，上海投資信託公司，上

海浦東発展銀行など），外資金融機関が２１社，例えば中外合資ファイナンス公司２社（１

上海国際財務公司 ：日本三和銀行 ・香港東亜銀行 ・中国銀行上海分行 ・建設銀行上海分行。２ ．上

海連合財務公司 ：交通銀行上海分行 ・上海信託投資公司 ・仏ソシエテ ・ゼネラル 。） ，外国独資フ

ァイナンス公司１社（タイの正大財務公司），合資銀行１社（中国銀行，日本の安田信託銀行 ，

シンガポールの開発銀行の合資による農商国際銀行），外資銀行の支店１６社（アメリカのシテイ

　バンク ，バンク ・オブ ・アメリカ；日本の興業銀行，三和銀行，東京銀行，第一勧業銀行，三菱

銀行，桜銀行 ；フランスのクレディ ・リヨネバンク ，バンク ・デ ・インドシネ ，バンク ・アンド ・

スエズ； 香港の東亜銀行，香港上海銀行，スタンダート ・チャータード ・バンク；シンカポールの華

僑銀行 ；カナダのローヤル ・バンク）と外国独資保険会杜１社（アメリカのＡＩＵ杜）を含む 。

　これらの金融機関の開設によっ て， 浦東開発および上海全体の金融環境は大きく改善

された。１９９２年末までに，浦東新区にある中国金融機関の預金額は１２０ ．０５億人民元（約

２， ２８１億円）に達し，前年末より倍増している 。貸出規模も１２８ ．３４億人民元（約２ ，４３８億円）

になり ，前年末より７５ ．４％増加した（［４２１）。

　外国金融機関の進出に対する中国側の見方は全体として，中国の現代化建設を促進し

ていると見ている 。具体的に言えば，以下のようにまとめることができるであろう 。

　¢意志伝達とコンサルティングの面で活躍し，中外企業界筋のために橋渡しをし，多

くの中外合資企業の設立を促進する 。

　　中国の建設プロジ ェクトの状況を調べ，これらのプロジ ェクトに融資を提供する 。

（６９８）
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　　中国の関係機関に国際情報を提供し，融資の方式を紹介し，中国のために国際金融

活動に携わる人材を多数養成する（ｒ北京週報』１９９ユ年第１８号
，ｐ

，２８）。

　外国金融機関は，基本的に人民元の取扱が許されていない。また，外貨業務もすべて

中国銀行の経由で行なわれている 。このことによっ て， その機能しうる範囲が非常に限

定されているといえるであろう 。

３－３　三つの先進小区の進展状況（［３１１ ，［４６１）

　ｎの３節で説明したように，浦東開発の第一次企画はまず１０年かけて三つの小区を開

発することになっ ている 。

［１１陸家曙金融貿易区

　陸家曙は浦東の中心地にあり ，現市街地と黄浦江を隔てて向かい合っている 。その地

域を金融，貿易商業，市政の中心として発展させようとしているのである 。すなわち ，

金融，貿易，商業など第三次産業を主とする機能を有する区域として建設することによ

って，将来東上海の中心とする 。第八次五ヵ 年計画の期間における陸家階金融貿易区の

土地開発の面積は６ ．８平方キロメートルと定められ，第一期の開発用地は１ ．５１平方キロ

メートルである 。多年にわたる都市建設の実績もあり ，すでにある程度の施設を有して

いる 。そのため，陸家階金融貿易区に対する開発は「古い都市の改造」の開発であり
，

その地域の都市経済機能への調整 ・転化の再開発である 。

　第一期において，陸家曙中心区と張楊路 ・文登路にある国内 ・外貿易区の二つの地域

で開発が行なわれる 。今，陸家曙金融貿易における金融センター地域と張楊路の国内外

貿易区に必要な土地徴発およびインフラ全般にわたる工事が着実に進められている 。区

内の１ ．５１平方キロの土地使用権は，有償で譲渡できる手続きを完了した。区内のすでに

開発が始まっ た地域では，ガス ，給水，排水，電力，通信などの施設の建設を急いでい

る。 中国銀行，日本工業銀行，香港東亜銀行，フランスのクレディ ・リヨネ ・バンクな

どの内外金融機関，専門銀行，保険投資信託がこの地域に進出したことにより ，かなり

の額の営業資金，流動資金および融資額をもたらした。目下，６０万ｍ２ の現代的商業シ

ョッ ピング施設が建設されつつある 。そのなかには，日本の八百伴グルー プと上海第一

百貨店が１ ．２億ドルを共同投資して ，１２万ｍ２ の大型シ ョッ ピングセンターを建造する

ことが予定されている 。１９９３年９月に着工式が行なわれた。また，香港の華潤グループ

と上海華聯商厘との提携による８万ｍ２ の大型シ ョッ ピングセンターの建設プロジェク

トも合意され，申請が出されている 。数百の対外貿易会杜が浦東に支社を開設し，数千

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９９）
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にのぼる国内貿易企業が浦東で開業することを許可されており ，すでに２０棟余りのビル

の建設が着工されている 。

１２１金橋輸出加工区

　この区は，浦東新区の中央にあり ，市街地の中心部から１１キロしか離れていない。当

分の問，この区の全体企画面積は９ ．５平方キロメートルとされている 。そのうち ，５ ．８平

方キロメートルを工業用地とし，残りの３ ．７平方キロメートルを管理サ ービスおよび住

宅用地としている 。同区は，ハイテク ，高効率，輸出指向型の三資企業（中外合資，中外

合弁，全額外資）と国内企業を吸収することを目指し，また，それにふさわしい高水準の

第三次産業を取り入れた近代的かつ総合的な街を作り上げようとされているのである 。

工業用地は，主として製造加工業，研究，生産，倉庫運輸，保税，総合貿易などに利用

される 。電子メーター区，機械製造区，食品加工区，紡績服装区，軽工業区，生物製薬

区と医療機械区，大学と新しい技術区，保税倉庫と倉庫運輸区などに大別して企画され

ているのである 。

　１９９３年８月２０日に上海で《金橋輸出加工区経済社会発展企画》研究課題評議会が開か

れ， そのさいの報告によれば，金橋開発区は３年の開発を経てすでに良好な投資環境が

形成された。設立されたプロジェクトの５０％以上が中外合資企業で，そのなかには多国

籍企業が多く含まれており ，１３の国と地域に及んでいる 。正式に設立したプロジェクト

は１５０以上になり ，総投資額は２２億ＵＳ雅を超えている 。プロジェクト用地の投資金額は

平均８００ＵＳ＄／ｋｍ３ にあたり ，中国で土地投資金額のもっとも高い開発区となっ ている 。

その主な原因は，土地譲渡と不動産産業の開発という第一段階からの収益を，輸出加

工・ ハイテク産業 ・保税生産財市場 ・金融貿易業 ・高級住宅建設などの第二段階に転化

していくという開発戦略が実施されてきたからである 。将来，金橋輸出加工区は香港型

高層ビル群式工業区になると予測されている（『文匿報』１９９３年８月２１日）。

　金橋輸出加工区に立地したプロシェクトには，三つの明瞭な特徴がある。第一は，投

資額が大きいことである 。調印ずみのプロジェクトの投資総額は１６億ドル近くに達し ，

平均一件ごとに１ ，２００万ドルが投資されている 。第二は，知名度の高い企業が多いこと

である 。ベル電話，信誼製薬，荘臣，迅達エレベ ーター シャープ空調，上海冷蔵庫 コ

ンプレ ッサ，第二紡績機械などの会社名があげられる 。第三は，技術の水準が高いこと

である 。上海交通大学および清華大学，北京大学という名門校の生産基地がつくられ ，

また，上海自動車工業技術センター 西安飛行機工業公司，羅斯蒙特メーター 天賜福

生物工学，上海ＩＢＭＡＴＭ公司，上海ＮＯＫＩＡ携帯通信設備，上海国際電話設備，ハ

（７００）



　　　　　　　　　　　上海 ・浦東の開発一進展とその課題（王）　　　　　　　　１０３

イテク集団グルー プ， 中国恵通グループ総公司，中国巨龍グループなど，比較的技術が

進んでいる企業のプロジェクトが含まれている 。その主な製品は，ソフトウェア ，フラ

イトのスペア ・パ ーツ ，ファクシミリ ，レザー機械，携帯電話，オートメコントロール

システム ，光電メーター 人口腎臓，生物製品などである 。１９９２年末までに，自動車セ

ンターなど２０あまりのプロジ ェクトの工事が着工された。そして，金橋大厘などの近代

的オフィス ，商業，住宅に使う総合的ビル建設も着々と進められている 。

［３１外高橋保税区

　浦東新区の北東にあり ，楊子江の川口に臨んでいて上海市の中心地から２０キロ 離れた

ところにある 。そこは中国大陸ではじめての総合型，多機能の自由貿易区である 。保税

区は，保税倉庫区，自由貿易管理中心区と輸出加工区などからなっ ている 。国際慣習に

したがって ，未来の太平洋西海岸の大型自由貿易区を目指して保税区を発展させようと

しているのである 。

　保税区の開発面積は１０平方キロメートルであり ，区内の道路，橋梁，水道，電気，通

信などの基盤工事は，１９９１年８月末に第一期工事の着工式が行なわれた 。

　すでに，隔離施設の建設が終了し，国家税関総署に検収された中国最初の保税区とし

て， すでに正式運営に入 っている 。また，特別優遇政策にもとづき ，自由貿易および輸

出加工の業務も開始され，１９９３年末にはその開発面積は４平方キロメートルに達するよ

うになる 。現在，インフラストラクチャーの工事建設が進められているが，２０ ，ＯＯＯ平方

メートルの保税倉庫，２０ ，ＯＯＯ平方メートルの工場建築物と４０ ，ＯＯＯ平方メートルのビジネ

スセンター がすでに使用されているのである 。保税区内に許可された国内外の企業は

２７４社に達し ，ここに合計１１ ．９億ドルが投資されているのである（［４２１）。

３－４　浦東新区に対する投資ブーム

　１１；　海外からの投資状況

　浦東開発が発足する以前には，浦東地区に１０年で外資企業が３７杜設立され ，， その投

資総額は２ ．２２億ドルでしかなか った。１９９０年４月に浦東開発がスタートしてから ，海外

投資者だけで７０ ，ＯＯＯ人余りが浦東を訪れた。インフラ建設の重視と金融先行および外資

に対する優遇政策の完備などにともなっ て， 浦東開発 ・投資ブームがますます高まりつ

つある 。１９９３年８月末現在，浦東新区には，すでに外資企業が累計１ ，３３４社設立され
，

投資総額は５３ ．９８億ドルに達し，そのなかに占める海外からの契約投資金額は２７ ．６１億ド

ルとなっ た（『文匿報』１９９３年９月２７日）。 この数字は，過去１０年のそれに比べてそれぞれ

（７０１）
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約３６倍，約２４倍である 。浦東開発当初にたてられた１０年で外資企業を１ ，０００社導入する

という目標が三年で達成され，さらにこのテンポは増大の一途をたどるであろう 。１９９３

年上半期の統計によると ，１月から６月の問に，新しい外資企業が４６６社許可された 。

それは前年同期の３ ．６倍になる 。その投資総額は１４ ．２６億ドルで，前年同期より３５８％増

大した。そのうち外資契約金額は８．８０億ドルで，前年同期より１ ．８８倍増えた
。

（表６）海外直接投資契約プロジ ェクト個数

１９９２年末まで累計
１９８９年末まで １９９０年 １９９１年 １９９２年

個数 構成（％）

合　　計 ５１ ２８ ９２ ５６７ ７３８ １００

一． 投資方式別

中外合資
４８ ２２ ７９ ４６６ ６１５ ８３ ．３

中外合作 ２ ２ ４ ３８ ４６ ６． ２

全額外資 １ ４ ９ ５６ ７０ ９． ５

外貨株企業 ７ ７ １． Ｏ

二． 投資業種別
工　　　　業 ５０ ２８ ８３ ３９１ ５５２ ７４ ．８

建　　築　　業 ２ ３９ ４１ ５． ６

交通輸送業 １ ８ ９ １． ２

不動産，公共事業 ２ ３７ ３９ ５． ３

他の業種 １ ４ ９２ ９７ １３ ．１

三． 投資規模別
１， ０００万ドル以上 ５ １ ７ ４８ ６１ ８． ３

５００～１ ，０００万ドル ４ ３ ２０ ２７ ３． ７

３００～５００万ドル １ １ ４ ３３ ３９ ５． ３

１００～３００万ドル １２ ９ ２７ １５０ １９８ ２６ ．８

５０～１００万ドル ９ ６ ２３ １６２ ２００ ２７ ．１

３０～５０万ドル ８ ５ １７ １０４ １３４ １８ ．１

３０万ドル以下 １２ ６ １１ ５０ ７９ １０ ．７

（出所）［４０１ ，［４１１，［４２１によっ て， 作成

　浦東新区に対する海外からの投資趨勢を全体的に分析してみると ，以下の特徴が引出

せるであろう 。

　第一 香港 ・台湾地域，およびアメリカと日本は相変わらずこのなかで主役を演じて

いる 。

　投資プロジェクト数からみると ，香港は２４７社で，全体の５３％を占め，第一位である 。

アメリカは５８社で，全体の１２ ．４％，第二位である 。台湾は５６社で，全体の１２％，第三位

である 。日本は３２社で，全体の６ ．９％，第四位となっ ている 。

（７０２）



　　　　　上海 ・浦東の開発一進展とその課題（王）　　　　　　　　１０５

（表７）国，地域別海外直接投資契約プロジェクト個数と金額

１９９２年末迄合計
１９９０年 １９９１年 １９９２年

個数
契約金額 実際利用額
（万ドル） （万ドル）

合計
２８ ９２ ５６７ ７３８ １５６ ，８６４ ２５ ，５１４

香　　港
１４ ４５ ３１４ ４０２ ８８ ，４５！ １３ ，４５８

ム　　　　
’赤

　　　｛弓
３ １２ ６５ ８０ ５， ２０６ ６４４

フメリカ
４ ９ ６０ ７８ １６ ，８１８ ２， ５７９

日　　本
６ ６ ５１ ６８ １１ ，２２０ ７５１

カ　ナ　ダ
２ １２ １６ １， １８９ ７２

海外中国資本集団 ６ １０ １６ ８， ９２３ １， ０３５

シンガポール １ ８ １３ ９７０ １４０

マ　カ　オ
９ １０ １， ２３９ ８４

イギリス
１ ２ ６ １０ ４， ２５１ ２， ２９７

オストラリア １ ８ １０ １， ５２５ １９１

タ　　イ
４ ３ ７ ４， ６３４ １０３

フランス
１ ４ ５ ５４３

スイス
１ ２ ３ ９， ６６９ ３， ３０８

マレーシア
３ ３ ２０６

ドイツ
２ ３ ９８６ ８４７

イタリア
２ ２ ６４

フイリピン １ １ １４ ５

その他
１ ７ １１ ９５６

（出所）［４０１， ［４１１，［４２１によっ て， 作成

注： 実際利用額は，海外からの実際投資額と企業が海外からの借款投資額の総額を指す

　実際投入された外資金額からみると ，香港は４ ．３５億ドルで，浦東新区における外資総

額の４９ ．４％を占め，第一位である 。アメリカは８ ，６８１万ドルで，全体の９ ．９％，第二位で

ある 。日本は８ ，５３７万ドルで，全体の９ ．７％，第三位である 。台湾は６ ，２４３万ドルで，全

体の７ ．１％，第四位となっ ている 。

　第二，投資業種は，構造的に第三次産業に傾斜している 。

　１９９３年上半期に，浦東新区に設立された第三次産業の外資企業は２３８杜あり ，同期に

設立された外資企業の５１％を占めている 。その投資総額は９ ．０１億ドルで，外資の生産的

プロジェクト数の１ ．７倍となっ ている 。そのうち外資契約金額は６ ．２８億ドルに達し，浦

東新区における外資プロジェクトの契約総額の７１ ．４％を占め，生産的プロジ ェクトの外

資契約金額の２ ．５倍になる 。とくに貿易業と不動産業が目立ち ，不動産業だけで１９９３年

上半期の外資契約総額の５０％を占めている 。

　第三，海外からの投資規模は次第に巨大化しつつある 。

（７０３）
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　１９９３年上半期に，浦東新区に設立された５００万ドル以上の外資は６２社ある 。総プロジ

ェクト数の１３ ．３％しか占めていないが，投資総額は１２ ．５億ドルに達し，同期総投資額の

８５ ．６％を占めている 。そのうち実際利用額は５ ．９３億ドルであり ，その総額の６７ ．４％を占

めている 。世界で著名な多国籍企業２０数社が浦東新区に大規模なプロジェクトを起こそ

うとしている。例えば，日本の伊藤忠，三菱，三井，ソニー シャープ，日立，ヤオハ

ン， アメリカのデ ュボン ，ＩＢＭ，ジ ョーソン ，荘臣，エクソン ，フド，イギリスのイ

チケープ，スミクス，ピルキトン ，ドイツのＢＡＳＦ，ベルギーのベル，タイの正大グ

ループ，台湾のトムソングループ，香港の新鴻基グループなど，があげられる 。

　ちなみに，上海市全体の外資導入状況からみても ，同じような傾向がみられる 。参考

として，以下のことを列挙しておきたい 。

　１９９２年に新設された投資金額が１ ，０００万ＵＳ＄以上の外資企業は上海だけで１１４社あり
，

全国で一番多か った。そのなかの５２社が浦東に設立された。現在，上海には外資企業が

累計３ ，６３７社あるが，そのうち前年に新設されたのは２ ，３９９社であり ，過去十年の総計の

１． ９４倍にあたる（『解放日報』１９９３年３月４日）。

　アメリカ康泰企業グルー プは中国で４６の三資企業を設立し，総投資金額は１ ．２億ＵＳ窃

にのぼる 。そのなかの１０社が上海に設立された。１９９３年３月３日に調印された中美合資

康泰鋼鉄元公司は，正式商談から調印までた った一週問しかかからなか った（『解放日

報』１９９３年３月４日）。

　１９９３年６月末までに，上海における香港からの各種投資企業は２ ，６７２社に達し，協議

投資金額は５５ ．８７億元（約１０億ＵＳ翁）になっ ている 。全上海市の海外投資企業数と協議投

資総額のそれぞれ５０ ．４％と５０ ．２％を占めている 。上海で投資した香港企業では，香港側

の平均出資比率は５６ ．９％となり ，独資，合弁，合作方式のプロジェクトはそれぞれ

７． ０％，７９ ．９％ ，１２ ．７％，を占めている 。投資規模が１ ，０００万ＵＳ華を超えた大型プロジ

ェクトは１９５件ある 。上海企業９社は香港の銀行でＢ種株（外貨株）を発行し，３ ．３２億

ＵＳ華を吸収した。近年来，香港からの投資は，８０年代のアパレル，靴，製革などの労

働集約型産業から次第に不動産など資金集約型産業へ転換してきた。上記１９５件の大型

プロジェクトのなかでは，不動産業が９７件，ホテル業なとのサーヒス業が１８件で ，第二

次産業が５４件しかなか ったのである（『文匿報』１９９３年８月４日）。

　１９９３年８月２１日に，中国電子産業のトッ プ企業である上海広電公司と日本のソニー欄

とのあいだで，上海ソ広電子有限公司という合資企業の設立に関する調印式が上海で行

なわれた。合資企業は行剣川路に立地する 。第一期工事の総投資額は１ ，２５０万ＵＳ蔀で
，

（７０４）
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日本側が７０％を占める 。主に８ｍｍビデオカメラを生産する 。今年の１１月に試作を開

始し，１９９４年末にビテオカメラ１５万台／年の生産規模にし，そのうちの４０％を国際市場

へ販売する 。最終的に年産ビデオカメラ７５万台という生産能力を形成し，中国における

最大規模のビデオカメラ生産基地となる 。また将来高級ＣＤ機などの音響製品も生産

することを予定している（ｒ文匿報』１９９３年８月２２日）。

　１２１上海市以外の都市 ・地域からの投資状況

　浦東開発の発足は，まず揚子江流域の各省，都市に大きな波動を引き起こした。それ

らは，浦東開発を自身の経済発展の好機と受け止めている 。¢建設 ・建築材料とプロジ

ェクトエ事の大量受注，　労働力の大量派遣，　観光事業の波及，　エネルギーと原材

料および付属材料の供給 ・輸送基地，などの分業体制づくりなどをつうじて，経済面に

おける上海との協調 ・補完関係を強めようとしている（［２５１ ，［３５１）。 そして，上海市政

府も浦東開発を加速するために，まず揚子江デルタ地域の１４都市に対して，８項目の優

遇政策を打ち出し，資金，資財，人材，情報および労務市場を全面的に開放した 。１９９２

年の１年問に中央直属の各部，軍隊系統の経済部門および他の省 ・都市から上海に新し

く設立された駐在事務所は１０５軒あり ，１９９１年より４倍増大した。上海市の対内開放度

はすでに深刎，広州を越えて，中国でもっとも開放的な都市となっ ている 。１９９３年３月

現在，国内他地方からの各種の上海駐在機関はすでに４２４軒に達した。それらの駐在機

関は情報伝達，経済交流などの面で時問と空問を大きく縮めるという重要な役割を果た

している 。そのために，上海 ・浦東新区に対する中央各直属部および他の省 ・都市から

の国内投資は凄まじい勢いをみせている 。１９９２年末までに，国内他地方からの投資企業

はすでに１ ，４１０社に達し ，投資総額は１０ ．２３億人民元で，そのうち他地方からの資本は

９． ２６億人民元であり ，開発当初の予定数の１０倍にもなっ ている（『解放日報』１９９３年３月１２

日）。

　結局，浦東開発の発足と進展は，いちはやく揚子江流域の経済体制改革の推進，産業

構造の調整と改造，また地域経済の発展に対して，巨大な原動力と牽引力を形成しつつ ，

いわゆる「龍頭作用」と称されるものを与えるようになっ ている 。だが，私の分析視点

は主に外資導入問題に置いているため，これらについての詳細はここでは省略しておく

ことにしたい 。

（７０５）
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１Ｖ　浦東開発からみた中国経済全般に関わる問題点と今後の課題

　１　根強い「地方エコ」

　中国の歴史には３ ，５００年ぐらいの封建時代があ った。いずれの時代の地方行政形態も ，

帝王から諸侯に対して領地を分与することによっ て成り立つものであ った。それ故，歴

代の地方諸侯には中央王朝に対して相対的に強い独立性があ ったわけである 。そこには ，

広大な国土と交通 ・通信の未発達などの原因があ ったけれども ，現代中国の行政区分も

基本的には元来のこのやり方を受け継いだ面をもっ ているのではないかと思われる 。

　６０年代から７０年代にかけて，左派路線の下で，各地域がともに豊かになることを求め

た「共同富裕論」が追求された。その結果，地域ごとの歴史，地理，産業などの特徴が

発揮されず，共同裕福よりも共同貧困というはめになり ，長期的に低成長が続き ，東ア

ジアの周辺諸国 ・地域よりそうとうの遅れをとっ た。１９７８年末，郵小平氏の提起により ，

一部の地域 ・人々が先に豊かになることを認める「先富論」が容認され，地域政策に差

が出るようになっ た。 その本来の意図は，条件 ・基盤のある沿海地域を先行的に発展さ

せ， 段階的に内陸地域へ波及させていくという戦略であ った。だが，その副作用として

強い地方独止性と「先富論」の下で，各地方政府は国全体の発展よりもまず自己地方の

経済発展を優先的に考えるようになり ，いわゆる地域意識 ・地方主義が次第に強まっ て

きたようである 。経済建設の面では，各地に見られる建設プロジ ェクトの甚だしい重複 ，

地域の封鎖と市場分割によっ て， 生産の合理的協力と商品の流通が妨げられている ，と

いうことがしばしば指摘されている（［３７１）。

　そのいわゆる地縁意識あるいは地方主義は，浦東開発の場合にもいちはやく反映され

てきた。具体的には，主に以下の二点である 。

　第一 特区優遇政策の一般化

　浦東開発については，最初から自由貿易区の他，外資の金融 ・小売り ・流通業への進

出と外資による大規模の土地開発などの対外的な目玉優遇政策がとられ，中国政府も ，

「浦東での外資優遇政策は当面，他の特区や経済開発区では実行しない」（李鵬首相）と

して，外国資本とくに日米欧の大企業の投資先を上海 ・浦東に誘致していこうという姿

勢を見せた。しかし，１９９１年６月に，中国政府は深均Ｉｌなど既存の五つの経済特区に対し
，

浦東開発と同等の優遇政策を認めることを決めた（［３３１）。 さらに，これまで五つの経

（７０６）
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済特区と浦東開発を抱える上海市に限られていた外国銀行の支店の開設承認も ，１９９１年

内に広州，天津，大連などの沿海都市へと広げていく方針と言われている（［３４１）。 ま

た， いくつかの都市では，裏で外資企業に対する勝手な減税と地方財政補填など経済特

区や浦東地区よりも優遇的な地方政策がとられている ，とも指摘されている（［３９１）。

前述のように，浦東開発の狙いの一つは香港と並ぶ，あるいは香港を越える国際経済貿

易センターに再生させるというところにあ った。だが，１９９３年の１０月ごろにも ，大連市

長薄煕来氏は２００人を超える大型訪日団をつれて，東京，大阪などで積極的に大連への

投資誘致活動を繰りひろげていた。そのアピール ・フレーズは「北の香港」を目指すと

いうことで，中国北方，東北アジア地域において香港のような中継貿易の中心としての

役割を呆たそうと強調し，「実際，外国企業への優遇策は特区に劣らない。保税区もあ

るし，むしろ特区よりビジネスはしやすいと思う」と主張した（ｒ日本経済新聞』１９９３年１０

月１１日）。 各地方の経済力の強まりと対外開放の拡大につれて，浦東開発における政策

面の優位性がますます一般化され，薄まっ ていくのではないかと思われる 。

　第二，開発区の普遍化

　浦東開発区の設立をきっ かけに，中国では開発区設立のブームが巻き起こされてきた 。

各地域には，まるで雨後の竹の子のように至る所で新しい開発区が現われてきた。その

設立形態は大体四つに別れる 。¢中央政府認可の重点開発区（１９９３年８月末まで３０箇所あ

る）。 　各省自己認可と管理の開発区。　各都市と農村部の県が自己設立した開発区 。

＠そして，今年から個人投資による私営経済開発区も現われてきた。これら相対的に独

立した開発区は，数と規模の面で絶えず膨らんでいるばかりでなく ，優遇政策を相互に

うちだし，限られた投資資金を分散させ，産業構造も同一化しつつある傾向が強く見ら

れて，いま理論界でも大きく憂慮されるようになっ ているほどである（［３５１）。

　開発区の設置は，まず外資を誘致できるのが前提条件である 。だが，１９８７年～１９９２年

の５年問に，中央政府は沿海都市の開発区に資金４０億元を投入したが，上納された利税

はただ１５億元にしかならなか った。また，開発区に投入した資金は主にインフラ施設建

設に使われるから ，ほとんど “地下”に埋められて，短期問に回収するのは不可能であ

る。 当面１平方キロメートルの開発費用は約１ ．５～２億人民元かかるが，必要な基礎施

設を加えれば所用投資資金はさらに莫大になる 。これは国家財政に対して大きな負担に

なる（［３６１）。 さらに，開発区の乱立は数限られた優良農作地域である沿海 ・沿江デル

タ地域でとくに目立つのである 。そのなかに研究論証が不足し，立地，計画，外資導入

などの面で問題のある開発区も数多くある 。開発資金の調達目処を立てずに，インフラ

（７０７）
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の整備もしないままで，地価の高騰を期待する転売市場型開発区もかなりあると指摘さ

れている 。これらのことは，国全体の産業構造の更新，地域経済の合理的分業と協調的

発展，そして全国的に統一した経済システムと統一市場の確立に大きな妨げになるばか

りでなく ，ただでさえ限られた物力と財力の分散化をまねき ，２０世紀９０年代の最大プロ

ジェクトという戦略位置に置かれている浦東開発の外資に対する吸引力を次第に弱めて

いく恐れがあるのではないかと思われる 。

　それに対して，中国国務院は今年の上半期から沿海七省一区にあ った千六の開発区を

四ヵ月をかけて強制的に四分の一の二百四十九に減らした。収用された農地を農民に返

還し，その資金も緊急を要する建設プロジ ェクトにまわすようにした（ｒ北京週報』１９９３

年８月３１日）。 しかし，国内競争市場の激化，地方王権の一層の強化につれて，中央から

の審査 ・統制はますます難しくなり ，いつ開発区の乱立がまたはじまるかは分からない 。

今後，浦東開発における外資導入策の展開にあ っては，上海市の歴史的，地理的および

現有経済的基盤の優位性をいかに十分発揮させるかがポイントになるであろう 。

　この問題は，中国経済全体が抱える地域構造の特殊性と外資導入との接点に位置する

問題ともいえ，この側面からのいっ そうの経済学的掘り下げを今後の課題として設定し

ておきたいと考える 。

　２　開発資金の調達間題

　浦東開発弁公室付属の総合企画処の報告によると ，浦東新区の中期（２０００年まで）の

発展指標が既に制定された。そのなかで，国民総生産高，産業構造，就職人数，居住人

口， 住宅建設，固定資産投資額，土地利用構造という七つの具体的な目標値が決められ

ている 。その発展指標にもとづけば，浦東開発における最初の１０年問の固定資産投資の

所用資金額は約７００億元となる 。具体的に仕分けすれば，大型のインフラ施設建設（例

えば大橋，道路，港，トンネル，発電所，水道工場，ガスエ場，通信，排水，汚水処理施設など）

には約２００億元，土地開発と小規模の市政インフラ施設建設には５０億元，第一次産業

（水利建設と農 ・牧 ・漁という副業など）には２０億元，第二次産業には１８０億元，第三次産業

には１００億元，また住宅建設には１５０億元がそれぞれ必要となる（［１６１）。

　そして，その資金調達方法としては，以下の四つのルートがあげられている 。

　Ｑ中央政府からの計画資金と貸し金

　　上海市財政の部分資金

　　株券と債券などの発行，土地使用権の譲渡など

（７０８）
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（上海市で昨年一年で２０１箇所の土地使用権が譲渡され，総面積は２０６０ ．２６万平方メートルである 。

月に平均１６ ．７箇所，譲渡された土地面積は前４年聞の２ ．０５倍である 。今年の１－ ５月の問に ，譲渡さ

れた土地は８８箇所，総面積は１９７ ．４平方メートルであ った［『文匿報』１９９３年９月１日１）。

　＠国際金融機関からの部分外資と中央直属部門 ・企業および他の省 ・都市からの直接

投資

　１９９１年末の予測では，中央直属部門 ・企業および他の省 ・都市からの直接投資は約

１５０億元，国内金融機関からの固定資産貸し金は約１００～１５０億元，土地収益（大面積土地

譲渡を含む）と上海市内企業からの直接投資は約１００～１５０億元，株券と債券の発行は約

３０～５０億元，財政資金（予算外専門項目資金 ・毎年２億元の中央による浦東開発用計画資金 ・浦

東新区自身の財政収入等を含む）は５０億元，また国際金融機関からの融資は１０億ドルと外

国企業の直接投資は２０億ドルになると ，推測されている（［１６１）。

　ただし，１９９０年９月に上海市建設銀行が主催した専門家座談会で，浦東開発における

最初の１０年問の所用資金は５００億元と見積られていたが（［３７１），１年後の１９９１年９月の

報告では既に７００億元ということになっ た。 つまり ，た った１年間で４０％の予算が増大

したのである 。そして１９９２年に入ると第八次五ヵ 年計画期（１９９１－１９９５）の５年間で５００

億元になり ，さらに夏ごろには第八次五ヵ 年計画期で７００億元，１０年問では２ ，ＯＯＯ億元が

必要だと伝えられた 。

　反対に，１９９０年９月に第１６回日中経済協会訪中団との会見で，朱鋳基氏は今年から第

八次五ヵ 年計画で中央政府は６５億元の調達を決めていると述べたが（［２６１），その中身

を見てみると ，中央からの計画資金はた った毎年２億元で，その他の部分は外資吸収と

金融機関からの貸し金に頼るということが分か った。資金源の面で，不確定のものが大

部分を占めているのである 。その部分の資金確保は，国内外の政治安定と経済成長およ

び中国の対外外資導入策と対内経済改革策の進展いかんにかかっている 。『中国統計年

鑑』によると ，この数年来中国の財政収支は１９８９年に一３６９ ．７億元，１９９０年に一５０９ ．Ｏ億

元， １９９１年に一６６６１億元，１９９２年に一９０４９億元と連年実質的赤字状態にある 。１９９３年

にもマイナス８４４ ．Ｏ億元と予算されている 。そのうえ，世界的蓄積率低下および他の発

展途上国との外資導入競争関係という現状のもとで ，この５０年にわたる浦東開発プラン

はまず建設資金の面で深刻な問題に直面するのではないかと思われる 。

　この浦東開発区の建設資金調達の問題は，中国経済が抱える蓄積構造 ・産業構造の特

殊性（後進性と転倒１生　農業と工業，軽工業と重工業なとの相互関係における）と外資導入と

の接占に位置する問題ともいえ，この側面からのいっ そうの経済学的掘り下けを今後の

（７０９）
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課題として設定しておきたいと考える 。

　３　老朽企業の更新改造と外資導入

　９０年代の中国経済は二つの大きな転換を目指している 。行政的に集中した単なる計画

経済体制から計画経済と市場調節とを結びつけた計画性のある商品経済体制への転換と ，

在来の伝統的な速度型　数量型　外延型の発展戦略から効率型　質量型　内包型の発展

戦略への転換である 。そのため，新規企業の建造と拡張よりも ，既存企業の技術改造が

より重要な位置に置かれようとしている（ｒ北京週報』１９９１年１月２９日）。 中国現有の国有

（全民所有制）企業は約１０万社あるが，そのなかに一割以上が５０年代あるいは６０年代に建

設された旧企業である。これら企業のうち設備が老朽化し，更新 ・改造に迫られている

ものが少なくない 。

　上海の現有老朽企業の更新改造は，浦東開発戦略の一環である 。朱鋳基副総理（当時

上海市長）は，１９９０年５月２８日に上海で開かれた第七回中豪高級管理者フォーラムで ，

「外国投資家は，現在地に投資してこれらの老朽企業を改造しても ，浦東に移転しても

よく ，ともに同様の優遇を与える」と述べた（「新華杜」１９９０年５月２８日報道）。 全国経済

に占める上海の地位が連年低落してきていることは，現存企業の老朽化が主要な原因の

一つをなしている。そのため，第七次五ヵ 年（１９８６－１９９０）計画期問中，上海基本建設資

金の約三分の二が企業の更新改造に投入されようとしていた。それは，上海の経済発展

の大きな負担になり ，また浦東開発にも影響を与えるものとなっ ている 。

　しかしながら ，中国政府が外資導入を国内老朽企業の改造と結びつけるようにたびた

び提起したにもかかわらず，近年来，各地は「開発区」の建設に片寄 ったため，老朽企

業の外資利用の比率が年ごとに下がっている 。１９９２年は中国が外資をもっとも多く利用

した年であるが，老朽企業の外資利用の比率は２０％にもならず，今年に入 ってからこの

比率は下がりつづけている 。浦東開発においても外資誘致はかなり活発に行なわれてい

るけれども ，現有老朽企業の更新改造に関する立案はほとんど見られないのが現状であ

る。 その原因は，以下の内外二つの側面から求められるであろう 。

　外部的要因　　資本の国際的移動の本質からしても ，進出先の利益を考慮するよりも ，

資本白身の価値増殖を優先的に目指すのである 。老朽企業の更新改造への参与は，新規

企業の建設に比べて，工事期間と最終能率に問題があるばかりでなく ，相手側との繋が

りと折衝がはるかに多くなるので，遠ざかるようになるのは当然なことではないかと思

われる 。

（７１０）
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　内部的要因　　老朽企業とは王に中国の伝統的な大　中型国営企業を指す。中国経済

における基幹産業がほとんどであるため，まだ計画経済体系が主導的な位置にある 。各

企業が毎年国に納める利税額が一定に決められている 。老朽企業の更新改造には操業停

止あるいは生産削減がつきものなので，他の補填手段がない限り国への利税上納額を完

遂できなくなる 。それに対して，目下中国ではまだ相応しい優遇政策がないのである 。

　現在，中国の老朽企業の更新改造における外資の役割は，まだ問接的なインパクトの

作用しか働いていない。つまり ，全額外資企業か合弁企業の新規設立によっ て，一種の

競争関係を作り出すという役割である 。もっとも望ましいのは，直接的なインパクトの

作用，つまり現存企業のその場で合資か合作協力の関係が形成されることである 。そこ

には，自国資本と外国資本との分断化を防ぎ，本当の意味での世界経済への参入という

戦略的な意義があるのである 。今の中国での「老朽企業」とは，遅れた生産設備だけを

指すわけではなく ，生産技術，経営管理，人材素質などでの後進性も含まれている 。現

存経済体制のもとでは，倒産，失業及び雇用などの面での市場化はまだ達成されていな

いから ，当面は恐らくまだ問接的なインパクトの作用に留まざるをえないであろう 。

　この問題は，いわば中国経済が抱える企業構造の特殊性（現存老朽企業と新鋭企業，中

・小企業と大企業，自国企業と外資企業などの関係）と外資導入との接点に位置する問題とも

いえ，この側面からのいっ そうの経済学的掘り下げを今後の課題として設定しておきた

いと考える 。

あとがき

　よく ，浦東開発はいかに大量の外資を導入するかが成功のポイントになっ ているとい

われる 。そのためには，外資の経済環境に適合する ，すなわち市場経済原則に基づく経

済体系を作らなければならない，とされる 。だが，この市場経済体系は中国の現存の経

済体制とはまだ遠く離れた隔たりをもっ ている 。

　上述した浦東開発のいっ そうの展開の前に立ちはだか ってくるであろう問題点，１の

「地方エゴ」の問題，２の開発資金の調達の問題，３の老朽企業の更新改造と外資導入

の問題は，もっと一般的にいえば中国経済全般が抱える地域構造の特殊性の問題，蓄積

構造や産業構造の後進性と特殊性の問題，企業構造の特殊性の問題の表れであ って ，い

ずれも中国における現存経済体制の改革の進展＝市場経済化の展開全体と深く関わ って

（７１１）
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くる問題なのである 。外資導入はいっ そうの市場経済化の諸条件を要請してくるように

なるが，それはまた中国における従来の旧い経済体制との矛盾をますます深めるように

なる 。

　それ故，浦東開発は，ただ外資導入の問題というだけではなく ，中国の経済体制の改

革の全般的な問題ともかかわ っくるのである 。本稿のＩで述べたように，中国における

１０数年来の経済改革 ・対外開放路線の推進によっ て， 今日の浦東開発区がもたらされた 。

つまり ，経済改革 ・対外開放路線の推進が浦東開発区の設立の原因となっ た。 それに対

し， 浦東開発プランの進展は，逆に中国の経済改革 ・対外開放のいっ そうの深化を促す

結果をもたらす。９０年代の中国経済において，目指されているもう一つの大きな転換は ，

行政的に集中した単なる計画経済体制から計画経済と市場調節とを結びつけた計画性の

ある商晶経済体制へ，さらに市場原理を主流とした計画誘導型市場経済への転換である 。

浦東開発プラン自身は，このような中国の現存経済体制のいっ そうの改革を要求してい

る。 また，その進展にしたがって，中国の経済体制改革に対する一種の強力な促進力に

なるに違いないと思われる 。

　私の続稿では，「開放下中国における外資の役割　　日本企業を中心に」という研究

課題を予定している 。そこで，外資導入と現存経済体制との相互関係を，このような中

国経済の全体が抱える地域構造の特殊性，蓄積構造　産業構造の特殊性，およぴ企業構

造の特殊性という視点にそくして，いっ そう経済学的に分析していくことを今後の課題

にしようと考えている 。そして，それらをさらに大きく ，世界資本主義体制と後進的な

現存社会主義体制との全体としての相互関係のなかに位置づけ，国際的な視点，世界史

的な視点からも検討を加えていくようなところにまで，研究を展開させていきたい 。
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月。

　「調整結構是塙活経済根本出路，集中力量把開発開放浦東辮好」『解放日報』ユ９９０ ．８ ．４
。

　「関鍵在於選準産業導向」『解放日報』１９９０ ．８ ．３
．

　ｒ以現代化大貿易興市，促経済中心優勢発揚」『解放日報』１９９０ ．８ ．６
。

　「浦東 “八 ・五”建十大工程」『解放日報」１９９１ ．２ ．１１。

　「中国で活発化している外資銀行」『北京週報』１９９１ ．５ ．７　第１８号
。

　李斎ｒ新たな段階に入 った上海の経済力」『北京週報」１９９１ ．６ ．１８　第２４号
。

　「開発浦東激起華東第二次開発浪潮」『解放日報』１９９０ ．８ ．９
。

　「討論浦東開発開放 “光環効応”」『解放日報」１９９０ ．１１ ．２８
。

　「浦東開発は白助努力と外国の協力で」『日中経済協会会報』１９９０ ．１Ｏ　Ｎｏ． ２０５
。

　「浦東開発巳見動作」『経済導報』１９９０ ．７　第３０号
。

　「開発区発展規模和速度要控制」『経済導報』１９９０ ．１０　第４３号
。

　毛立本ｒ浦東開発 ：機会，問題和条件」『経済導報』１９９０ ．９　第３６号
。

　「上海建設銀行與専家共商開発浦東資金問題」『経済導報』１９９０ ．９　第３６号
。

　「進展する上海 ・浦東新区の開発」『北京週報」１９９１年　第２９号 。

　「上海浦東開発の酌醸と決策」『経済導報』１９９０ ．６第２３号
。

　「浦東並み自由貿易区５経済特区も優遇」『日本経済新聞」１９９１ ．６ ．１０
。

　「広州，天津など沿海都市に外銀支店の開設認可へ」『日本経済新聞』１９９１ ．４ ．２４
．

　ｒ開発浦東激起華東第二次開発浪潮」『解放日報』１９９０８９ 。

　「開発区発展規模和速度要控制」『経済導報」１９９０ ．１０　第４３号
。

　「上海建設銀行典専家共商開発浦東資金問題」『経済導報」１９９０ ．９　第３６号
。

　「［地域エゴ１に悩む中国」『日本経済新聞』１９９１ ．４ ．２
。

　張今声「九十年代対外開放的新課題」『文匿報」１９９１ ．６ ．８
。

（７１３）



１１６ 立命館経済学（第４２巻 ・第５号）

［４０１『上海浦東統計年報９１年』上海科学技術出版社，１９９１年７月
。

［４１１『上海浦東統計年報９２年』上海科学技術出版社，１９９２年６月
。

［４２１『上海浦東統計年報９３年』中国統計出版杜，１９９３年６月
。

［４３１佐々木信彰『中国経済の市場化構造』世界思想社，１９９３年１月
。

［４４１丸山伸郎脹江流域の経済発展』アジア経済研究所，１９９３年５月
。

［４５１加加美光行『市場経済化する中国』日本放送出版協会，１９９３年４月
。

［４６１『上海浦東新区の投資環境と発展の見通し』上海市浦東新区管理委員会弁公室，１９９３年
。

［４７１岩田勝雄『国際経済の基礎理論』法律文化社，１９９１年４月
。

［４８１芦田文夫「社会主義と『計画 ・市場』『所有』」『科学と思想』 ，１９９０年７月　Ｎｏ． ７７
。

［４９１ｒ中国，国外投資者の既存企業改造への参加を奨励」『北京週報』１９９３年第３１号 。

［５０１「［加速１下の中国経済」『日本経済新聞』 ，１９９３年連載
。

［５１１芦田文夫「世界史の中の現存社会主義」『経済科学通信』１９９０年６月 。

［５２１西口清勝「資本輸出と資本形成」『経営と経済』長崎大学経済学部研究会，第６０巻第２号，ｐ

　　４９ 。

（７１４）




